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南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく 

防災対応検討ワーキンググループ（第３回） 

議事次第 

 

 
日 時 平成29年１月31日（火）10:00～12:16 

場 所 中央合同庁舎８号館３階災害対策本部会議室 

 

 

１.開 会 

２.議 事 

（１）不確実な地震発生予測に関する情報を受けた防災対応のあり方 

３.閉 会 
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○廣瀬（事務局） それでは、ただいまから「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく

防災対応検討ワーキンググループ」第３回を開催させていただきます。 

 委員の皆様には御多忙の中、御出席いただきましてまことにありがとうございます。 

 会議の開催に当たりまして、羽深内閣府審議官より御挨拶を申し上げます。 

○羽深（内閣府審議官） おはようございます。本日は南海トラフ沿いの地震観測・評価

に基づく防災対応ワーキンググループ第３回会合に御出席いただきまして、ありがとうご

ざいます。 

 前回の会合では、調査部会の山岡座長から地震発生予測について現状の科学的見地から

どのような評価が可能かということを御報告いただきました。委員の皆様には本日から調

査部会の報告を踏まえました上で、不確実な地震発生予測の中でどのような緊急防災対応

をすべきであるかについての本格的な議論をお願いしたいと思います。 

 本日は、特にその中でも主要な検討課題である住民の津波避難の観点と、事業者の耐震

対策の観点から検討を進めていただきたいと考えております。津波避難については、各自

治体における津波避難対策の取り組み内容について、委員である静岡県、高知県に加え、

和歌山県の方にも御紹介をいただく予定でございまして、感謝を申し上げます。 

 本ワーキンググループの検討成果の取りまとめに向けまして、引き続き闊達な御議論を

お願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○廣瀬（事務局） どうもありがとうございました。 

 初めて御出席いただきます委員の紹介をさせていただきます。 

 宇賀克也委員でございます。 

 なお、川勝平太委員は本日御欠席でございますので、静岡県危機管理監兼危機管理部長

の外岡達朗様に代理で御出席をいただいております。 

 それ以外の委員の方は、本日全員御出席をいただいております。 

 また、本日、話題提供のために和歌山県和歌危機管理監にお越しいただいております。

よろしくお願いいたします。 

 マスコミの方はここで御退室をお願いいたします。 

（報道関係者退室） 

○廣瀬（事務局） それでは、議事に入ります前に、会議、議事要旨、議事録及び配付資

料の公開について申し上げます。 

 会議は前回同様、会議そのものは公開として、今、別の会議室のほうでこの模様をテレ

ビ中継させていただいております。よろしいでしょうか。 

 委員の方、その意味でマイク、赤のランプがつきますが、自動で音を拾いますので、御

発言のとき少し口元のほうにマイクを近づけていただいて、御発言いただければと思いま

す。 

 議事要旨、議事録についてですけれども、こちらも前回と同様に議事要旨は議事の論点

のみを記載したものを事務局で作成して、平田主査に御確認の後に速やかに公表したいと
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思っております。また、議事録につきましては委員の皆様に御確認いただいた後、発言者

の名前も記載した形で、できるかぎり速やかに公表したいと考えておりますので、よろし

くお願いいたします。 

 最後に、資料についてですけれども、本日の資料につきましても全て公開することで考

えておりますが、こちらについてもこの方針でよろしかったでしょうか。 

 では、特段の御異議はないようでございますので、こちらにつきましてもそのように取

り扱わせていただきたいと思います。 

 それでは、お手元に配付しております資料の確認をさせていただきます。 

 議事次第、委員名簿、座席表、資料１、資料２、資料２－１、資料２－２、資料２－３、

資料３、以上でございます。よろしいでしょうか。 

 委員の皆様のお席には、今までの資料をファイルに綴じておりますので、必要に応じて

ご覧いただければと思います。 

 ここからの進行は平田主査にお願いしたいと思います。平田主査、よろしくお願いいた

します。 

○平田主査 それでは、議事に入ります。まず最初に事務局から資料１の御説明をお願い

いたします。 

○廣瀬（事務局） 資料１について説明させていただきます。 

 １ページ、本ワーキンググループの検討内容をご覧いただければと思います。先ほど羽

深審議官からもございましたように、本ワーキンググループでございますけれども、山岡

調査部会長からまとめていただきました地震発生予測について、左上でございますけれど

も、これを調査部会で取りまとめいただいたという状況になっているかと思います。この

ワーキンググループ全体でございますけれども、その地震発生予測を踏まえまして、防災

対応はどのようにすべきかどうか、それを実施するに当たってどのような体制、仕組みが

要るかという形でこれから御議論を進めていただければと思ってございます。 

 今回からは右上でございますけれども、不確実な地震発生予測に関する情報を活用して、

どのように防災体制を進めていくかということを御議論いただくことになるかと思います。

調査部会ではケース１～４について御議論いただきましたけれども、事務局からも提案さ

せていただきました、世の中が混乱するケースとして、あるいは政府の体制なども考慮い

たしまして提示させていただいたケース１と２、割れ残りのケース、下に書いてございま

すが、東側の領域が破壊する大規模な地震が発生した場合。西側が残っている場合のケー

ス１と、それから、南海トラフで比較的規模の大きな地震が発生した場合のケース２とい

うものを念頭に置いていただきまして、対応のあり方について検討いただければと思いま

す。 

 大規模地震対策特別措置法、大震法の制定時には、東海地震が切迫しているということ

で、東海地震の対象域で地震予知に基づいて地震防災、応急対策をやるということと、公

共施設の耐震化をするという仕組みで大震法は成り立っているわけですが、その後、阪神・
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淡路大震災後特にですけれども、地震は予知できない、突発的に起こるんだということで

いろいろな防災対策をやっていただきました。 

 そこで今回の検討は、本日の議論の点々のところですけれども、既に突発的に地震は発

生するということで、いろいろな対策を講じていただいてございます。その講じられた対

策を前提として、調査部会で御議論いただいたような不確実な地震発生予測を活用するこ

とができないか。どのように定義することが適当かということについて御議論いただきた

いと思ってございます。 

 ポイントなのですけれども、地震予測を前提にどういう対策をするかということではな

くて、現状、予防的な地震対策がここまで進んでいる。このような状態において不確実で

はあるけれども、この地震の予測を活用することができないか。そういう視点で御議論い

ただければと思います。特にケース１は既に被害が発生していたり、住民の方々が揺れを

感じておられるという状況でございますので、世の中の混乱を抑えるという観点もあるか

と思います。まずは現在の対策の状況を踏まえて被害を減らすという観点から、この不確

実な情報を使った対応ができないかということについて、御審議いただければと思ってご

ざいます。 

 その意味で２ページでございますけれども、検討の流れでございますが、現在の対策状

況ということで先ほど羽深審議官からもございましたように、まずは津波の被害と建物倒

壊、これは南海トラフの被害想定でいずれも大きな被害が出るということで出しているも

のでございますが、これにつきまして現状の対策、論点①を見ていただきますと、津波対

策を推進する取り組みはどういう取り組みをやってきたか。それから、今日御発表いただ

きます高知県、静岡県、和歌山県で実際に精力的にどのような対策に取り組まれているか。

それを確認していただいた上で、どのような課題が残されているか、それを踏まえた場合

にこの不確実な予測をどのように使うべきかという観点で、御議論いただければなと思っ

てございます。 

 右側は事業者ですけれども、事業者の耐震対策についても同じように現状までの耐震対

策をどのように進めているか。今、政策としてどのような進め方をしているか。それを踏

まえた上でどのような課題が残されていて、それに対して不確実な地震発生予測を活用し

て、どのような対策ができるか。こういう議論をさせていただければと思ってございます。 

 ３ページ目は、南海トラフ地震の特性を念のため付記してございます。 

 本日御議論いただきたいことは、このような流れでございます。 

 以上でございます。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 ただいまの御説明について質問ございますでしょうか。 

○山岡委員 ケース１は東側ということですけれども、ひょっとしたら西側が先かもしれ

ないということもあり得ると思います。でも今回はそのうちの１つとして、東側だとして

議論をするということでよろしいのでしょうか。 
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○廣瀬（事務局） 厳密にどちらが割れたというよりは、片方が割れて、既に政府として

は災害対策本部が立ち上がってオペレーションが始まっていて、一部では救命救助活動が

始まっているという状態を想定しているので、どちらかが割れているというよりは、必ず

しも東、必ずしも西ではなくて、どちらかが割れているという状態と事務局としては考え

たいと思います。 

○平田主査 ほかにございますか。 

 それでは、次に資料２について事務局から御説明していただきますが、その後に高知県、

静岡県、和歌山県からも資料２の枝番１～３について御説明をしていただきます。その説

明が全部終わった後に事務局から資料２の残りを説明していただいて、そこから討議を始

めていきたいと考えております。 

 それでは、資料２の説明をお願いいたします。 

○佐藤（事務局） 事務局より資料２の１ページ目だけ御説明させていただきたいと思い

ます。 

 まず導入としまして、津波避難対策の歴史、ハードというよりはソフト対策を中心とし

た歴史を御説明させていただきたいと思います。 

 平成５年に北海道南西沖地震、奥尻島で大きな津波被害があったことを受けて津波避難

対策が強化されてきたところであります。それを受けましてさまざまなマニュアル、津波

浸水想定区域のマニュアル、ハザードマップのマニュアルなどをつくるとともに、南海ト

ラフ法の前身となります東南海・南海法によって、津波浸水が想定される地域では民間事

業者も含めて、津波避難確保の計画を義務づけるといったことがされております。それか

ら、平成23年に東日本大震災が起こりまして、さらに津波避難対策を強化していく。特に

平成23年の２つ目に書かせていただきました、津波防災地域づくりに関する法律などが制

定されまして、この法律では例えば一番下の津波災害警戒区域、津波災害特別警戒区域な

どを規定することができるようになっていて、例えば特別警戒区域に指定された場合は、

病院の入院部屋などを津波より高いところにしなければいけないとか、そのような規制が

かかることになっております。 

 このように津波避難対策を進めてきているのですが、同時に右側の緑の四角で囲ったと

ころですが、財政的な支援も同時に行っております。津波・高潮のハザードマップの作成

支援ですとか、津波避難路などの支援をすることになっています。津波避難路等につきま

しては、南海トラフ法で津波の地域に指定されたところではかさ上げ措置なども行ってい

るところでございます。 

 このように政府、自治体、民間事業とも津波避難対策を強化してきているのですけれど

も、こういう大雑把な話ではなくて、次に具体の取り組みと課題につきまして、各県から

この後、御発表をいただくことをお願いしております。各県からの発表の後、残る課題の

解決のために不可欠な地震予測を使ってどういう対策をすべきなのかということの検討を

行いたいと思っております。 
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 以上です。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 次に、高知県の尾﨑委員より御説明をお願いいたします。 

○尾﨑委員 それでは、資料２－１を使いまして、高知県としての南海トラフ地震対策に

ついて御説明をさせていただきたいと思います。 

 お手元の資料をまず１ページおめくりいただきたいと思いますけれども、こちらにあり

ますように南海トラフ地震について、高知県については左側にありますように県内ほぼ全

域で震度６弱以上の強い揺れが想定されておる。さらに下を見ていただきたいと思うので

すが、地震継続時間予測でありますが、色が赤の部分というのは３分間揺れることになっ

ておりますが、東側のほうが３分間揺れることが予想されています。ちなみに津波の右側

を見ていただきますと、海岸線への到達時間が約３分。この赤い室戸とか東洋町というと

ころはまさに３分で到達する。すなわち３分揺れて、揺れが終わったころには津波がまず

第一波が到達するという状況にあります。そして、最高波でありますが、上段を見ていた

だきますとおわかりいただけますように、高知県黒潮町、高知県土佐清水市では34メート

ルが予測されている状況にございます。 

 そういう中において本県といたしましてさまざまな対策を講ずるべく努力を重ねてまい

りました。２ページでありますけれども、私ども県内全域において津波の浸水予測図の公

表をさせていただきますとともに、あわせまして被害想定についても内閣府さんにもモデ

ルもお借りさせていただきまして、シミュレーションをして検討いたしました。平成25年

５月時点におきます想定死者数、最悪の場合、L2レベルが発生した場合において死者数４

万2,000人、負傷者数３万6,000人という想定であります。ちなみに、この前提として設定

しました初期条件が、津波早期避難率は20％、住宅耐震化率74％、津波避難空間は必要数

に対して24％しか準備されていないという前提で設定した数値となります。津波避難空間

24％というのは当時の設定であり、そして、早期避難率20％というのは東日本大震災にな

らって前提条件として置きました。 

 その後、後で御説明いたしますけれども、津波避難空間の整備に全速力をあげ、また、

啓発にも力を入れてまいりました結果といたしまして、津波早期避難率は県民世論調査で

も大体７割ぐらいになったのかなと推測される。そして津波避難空間につきましては94％

程度が事実上、物理的に整備が終わっております。その結果といたしまして、27年度末で

の想定死者数は、シミュレーションによれば約１万3,000人ぐらいまでに軽減されてきてい

るだろうと想定されています。これはさらに津波早期避難率を100％に、そして住宅耐震化

率についても100％に引き上げていくことで、死者数は1,800人まで減らせるのでは。これ

をさらに限りなくゼロに近づけるべく努力をしていこうとしているところでございます。 

 ２ページ後段について極めて重要な点だと思っておりますが、これは後でもう一回、御

説明をいたします。 

 ３ページ、これまでの間の私どもの南海トラフ地震対策の流れについて書かせていだた
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いておりますけれども、左側にございますように東日本大震災の発生以降、すぐできるこ

とに直ちに実行を始めることからスタートし、その後、１年後に国において最大クラスの

地震動、津波高について公表された後、県独自の津波浸水予測、震度分布、被害想定など

の公表を順次しまして、それらをベースにいたしまして第２期南海トラフ地震対策行動計

画というものを策定し、そしてさらに毎年PDCAを回しながら現在、第３期南海トラフ地震

対策行動計画に取り組んでおります。 

 毎年PDCAを回すという中において、例えば熊本地震が発生しますれば、例えば繰り返し

揺れに対する対応を盛り込むんだという形で行動計画の随時の強化を図ってまいりました。 

 ４ページをご覧いただきたいと思いますが、これが私どもの南海トラフ地震対策の全体

イメージとなります。列車が３本走っているイメージでありますが、青い列車が発災直後

の命を守る対策。中段のオレンジの列車が応急期の対策。発災の後、助かった命をつない

でいくための対策。そして緑の列車が生活を立ち上げる、いわゆる復旧・復興期の対策と

いうことになります。 

 まず命を守る対策として揺れ対策、津波対策、火災対策、なかんずく津波対策に全力を

あげてきたところでありますけれども、この津波対策について一定、見えてきたところが

あるものでありますから、現在はこの揺れ対策、火災対策を特に全速力で取り組もうとし

ています。 

 命をつなぐ対策という観点からは３つ、応急対策、避難所対策、医療救護対策、それぞ

れに取り組んでいるところでありますが、応急対策は端的に言えば支援物資などを現地の

避難所に届けることができるようにするための一連の対策を組んであります。例えば道路

啓開計画でありますとか、応急期の機能配置計画などなど。そして真ん中が避難所であり

ます。体育館などの整備を行い、マニュアル化をし、地域の防災組織の皆さんにさまざま

なマニュアル対応の磨き上げを行っていただいております。そして災害時の医療救護が一

番難しい問題だと思っておりますけれども、いかに現地に近い、前方展開型での対策を講

じられるかという取り組みをし、さらに３段目、緑でありますが、復旧・復興期について

できる限り、例えば災害公営住宅の建設計画などをあらかじめつくっておこうとか、応急

期の仮設住宅の供給場所はどこで、どういう形でつくっておくかということについてあら

かじめ計画をつくっておこうという形の対応をし、さらには復興期に向けてのさまざまな

対策について、あらかじめ描ける絵は描いておこうという取り組みを進めているという状

況です。 

 次のページをご覧いただきますと、そういう中でも特に命を守る対策、なかんずく津波

関係にかかわる点について特に抜き出してあります。命を守る対策、まずは避難路、避難

場所をつくることが大事であろうということで、緊急防災・減災事業債を使って充当させ

ていただいて、残りの３割、地方自治体負担分については全て県が負担するという制度を

設けることで、市町村に対して避難路・避難場所、津波避難タワーの設置を全速力で行っ

ていただくよう、促してまいりました。 
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 必要総数は避難路・避難場所1,445箇所、津波避難タワー115基と想定されておりまして、

その括弧書きにありますところまでが大体28年度末までに終わるだろう。おおむね９割４

分ぐらいまでは完成をしてきているという状況です。 

 さらには下段にございますように、要配慮者施設の高台移転が大事だと考えておりまし

て、例えば保育所などにつきまして現在、移転完了しておりますのが11園、移転決定が５

園という形で移転をしている状況にございます。さらに耐震化も津波の逃げる前提として

という意味においても非常に需要。さらには下にございますように、津波に関する情報伝

達の多重化を図っていきますとともに、今後、DONET2を整備していただきました。これを

生かしての早期アラートにうまく対応できないかということについての検討を重ねさせて

いただいている状況です。 

 そして、このような形で避難路・避難場所の整備などなどに取り組んだ上で、今度はも

う一段、こちらにあります命を守る対策（２）と書いてありますが、堤防についても要所

においての対策を行わせていただいております。高知県は県と高知市がプレートの沈降帯

に当たって２メートルぐらい沈降する。歴史的にも長期浸水を繰り返してまいりました。

ここの地域をいかに守るかが県全体の防災という観点からも重要です。 

 そういうことで国土交通省の皆さんにも大変御理解をいただいて、現在、高知市の浦戸

湾におきます三重防護対策、特に浦戸湾の口がもともと狭いものですから、ここの湾口を

もう少し絞り込むことで、湾内に流入する水量を落としていこうとか、そういう対策など

を進めさせていただきますとともに、沿岸部にあります下に青いラインが引いてあります

が、この堤防につきましては基本的に耐震、液状化対策を矢板を打ち込むことで行ってい

くという対策などを行って、減災効果を発揮し続けられるようにしようという取り組みを

進めております。 

 次のページをご覧いただきたいと思いますが、さらに火災対策の関係で津波火災対策を

行いますために、漁業用、農業用の燃料タンクの流出防止対策でありますとか、高台に移

転をさせるとか、埋設化をするとか、さらに石油基地が本県は１カ所に集中しております

ので、その１カ所の石油基地について津波においても油が流出しないような対策を講ずる

べく、取り組みを進めております。 

 この一連の対策をしていく上で、さらにこの津波避難計画をつくって現地点検を繰り返

すというソフト対策も極めて需要だと考えておりまして、８ページにございますような形

での津波避難計画策定、そして、その点検の取り組みを一連のものとして進めてまいりま

した。現段階まで、平成25年度までで沿岸全19市町村、全508地域で津波避難計画の策定は

完了しております。そして、この津波避難計画をつくったものにつきましての点検を行う

わけですが、まずは右側にありますような形で図上点検を重ねてまいりました。この図上

での点検を行ってみて、それでもって避難路・避難場所が足りないと思われるところにつ

いては増設をするなどして取り組みをした上で、そのカルテを持って、次のページをご覧

いただきたいと思いますが、９ページにございますように現地の点検を繰り返しておりま
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す。高知県において南海トラフ地震対策本部長は私でありますけれども、地域地域にそれ

ぞれ５カ所におきまして地域の防災監を設け、それぞれ防災監オフィスが土木事務所等を

奮闘督励いたしまして、それぞれの地域における現地点検を、先ほどの図上点検結果をベ

ースとしながら行っています。 

 現在、津波避難計画は508地区で、全部で393計画あるわけでありますけれども、右上に

ございますように現地点検、要点検箇所は362箇所、うち240箇所が現時点で終了している

という状況です。これは実は高知市を除くと書いてありますが、高知市を入れますと393

箇所、いわば393計画393箇所ということでありますけれども、そのうち高知市は全て終わ

っておりますので271箇所の現地点検が終了している。約７割終了している状況です。でき

る限り住民の皆さんにも入っていただいて、一緒に点検をし、右側にありますような家屋

の倒壊、ブロック塀の倒壊の危険などなどについてあらかじめ現地で想定をし、具体的な

対策を講じていくことを繰り返していっているという状況でございます。 

 10ページをご覧いただきたいと思うのですけれども、やはりこのように津波避難対策を

繰り返していく中において、当たり前のことでありますが、津波から避難が困難なことが

予想される地区というのはたくさんございます。例えば家屋が倒壊し、狭隘な避難路を防

ぐ危険性でありますとか、ブロック塀が倒壊する危険性などがたくさん想定されるわけで

す。仮に不確実な情報であろうとも、危険性が高まっていることがわかれば、これらにつ

いて例えばブロック塀についてあらかじめ補修をしておこうという動きが出たり、家につ

いてもこういう状況ですからということで御理解を得て、一定の撤去をする、もしくは矢

板を打ち込むなどして崩れる方向をコントロールするとか、例えばそのような対応ができ

るのではないか。 

 さらに右側にございますように、浸水区域内の要配慮者施設、これは真ん中に表があり

ますけれども、これは30センチ津波到達時間が20分以内かつ津波浸水深が５メートルを超

える各施設です。できる限りあらかじめ高台に移しておくことが大事だと考えております

けれども、完了しないかもしれません。このような施設においてはあらかじめ人々を避難

させておくことが大事なのではなかろうかということです。 

 もっと言いますと、下をご覧いただきますと、情報のレベルに応じて事前の備えの確認

ができて、安全性が高まる可能性というものがあります。家具の固定をしっかりしておく、

さらに避難路はいろいろな危険性があります。安全な避難経路を再確認するとか、要配慮

者の避難行動を支援するための手順をあらかじめ確認するとか、そういうことができるだ

ろうと考えられるわけです。 

 もう一つ、少なくとも危険性が高まっておるという情報をあらかじめ徹底して流してお

くことでもって、早期避難率を高めるということは必ずできるはずだと考えています。こ

の早期避難率の徹底を確保することの大事さ。もう一回先ほどの２ページに戻っていただ

きたいわけでありますけれども、下段をご覧いただきたいと思います。これが私どもがモ

デルで計算をした、シミュレーションした結果でありますけれども、先ほど申し上げまし
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た一番左側が25年５月時点。津波早期避難意識率は20％、津波避難空間整備率は26％の段

階で、津波による想定死者数は３万6,000人でありました。その後、準備が進んで28年３月

段階で94％のハードの整備で、意識率が70％で8,200人まで死者は減らせるだろうというシ

ミュレーションが得られています。これを両方100にすると、3,700人ぐらいまでの想定死

者数ということで抑え込めるのではないかと計算をしているわけでありますが、ただ、一

番右側をご覧いただきたいと思いますけれども、これは１つだけ仮定計算をしたものであ

りますが、幾ら津波避難空間整備率が100％になっていても、津波早期避難意識率を50％に

仮に引き下げて計算をすると、想定死者数は一挙に１万7,000人まで膨れ上がります。いか

に早期に避難し始めるか。ここの早期避難意識率というものを高めていけるか。この点が

極めて重要。早期のアラートによって早期避難率は劇的に高まるだろうと想定されるわけ

でありまして、この点は極めて大事だと考えております。 

 ただ、10ページ一番下にもありますように、空振り、長期化に備えた対応も当然必要で

あります。こちらも今回の大きな論点だろうと思いますが、過度な制限を課すべきではな

いというところもあろうかと思いますので、そこの点の御審議をぜひ皆さんとともに深め

ていただければ、私も一生懸命検討したいと思います。 

 以上です。 

○平田主査 尾﨑委員、ありがとうございました。 

 次に、静岡県の外岡危機管理監より資料の御説明をお願いいたします。 

○外岡危機管理監 私からは資料２－２で説明をいたします。なお、お手元に静岡県の地

震・津波対策を進めていますという２種類のパンフレットを用意いたしましたので、参考

としていただければと存じます。 

 まず１のところでございます。これは東日本大震災の教訓を踏まえまして、いわゆるレ

ベル１、100～150年に一度、それからレベル２、数千年に一度という形での地震・津波の

想定を平成25年に公表いたしました。この図は静岡県の震度分布を基本ケースでお示しし

たものです。おおむね県内の３割を超える地域が震度６強以上の揺れになると想定されて

おります。 

 次に、２ですけれども、津波の浸水域と到達時間を示したものです。浸水面積は158km2

で、レベル２も加えてございますが、県の全体の約２％となってございます。津波の到達

時間につきましては、沖合約30メートル地点に50センチの津波が到達する時間が最短で２

分、非常に短時間となってございます。 

 続きまして、３でございます。平成25年にこの想定を出したときに、レベル１、レベル

２の想定がこうなる中で、これに対する対策ということで静岡県地震・津波対策アクショ

ンプログラム2013を策定いたしまして、公表いたしました。想定される犠牲者を34年まで

の10年間で８割減少させることを目指してございます。犠牲者の大半を占める津波被害の

軽減については、津波を防ぐ、津波から逃げる、津波に備えるの３つの取り組みをアクシ

ョンプログラム上の重点施策として取り組んでいるところでございます。 
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 次の資料になりますけれども、緊急地震・津波対策交付金という制度を、この想定の公

表、対策の公表をした平成25年度に創設をいたしました。静岡県では市町が緊急に取り組

む地震・津波対策事業を促進するために緊急地震・津波対策交付金制度を創設しまして、

市町に３年分の事業費、約92億円を一括交付いたしました。早期策定、進められるものに

つきましては前倒しで進めていくことも可能となるように、協議が整ったところはどんど

ん進めていただきたいということで３年分、92億円を交付いたしまして、28年度以降は単

年度という形でやってございます。 

 続きまして、津波対策施設の整備ということでございます。県内の津波対策施設につき

ましては、東日本大震災以前の被害想定に基づくものについては、おおむね９割完了して

おる。現在は新たな規定に基づいて整備が決定された箇所、県内海岸のおおむね２割の整

備に取り組んでいるということでございます。 

 また、地域によりましては基本的にレベル１、100～150年規模のものにつきましてはハ

ードで対応する。レベル２、千年とか数千年に一度というものはハード、ソフト組み合わ

せて対応するということですけれども、地域の事情によってはレベル１の津波を上回る整

備を民間の企業をあおいだりして整備をしているところとか、あるいは地域の事情によっ

ては、レベル１に達しないような形で今後考えていこうというところもございます。 

 次が静岡県地震・津波対策アクションプログラム2013重点施策ということでございます。

第１の津波を防ぐ取り組みについては、防潮堤等、津波防御施設の整備をしまして、津波

浸水域の減少や避難時間の確保を目指すということでございます。先ほど申し上げました

ように、レベル１に対しては要するに人の命と財産両方を守りたいということでございま

す。レベル２については何としても命を守る。ただ、財産というものがそれぞれの地域に

よって、いわゆるそこの自然環境であるとか、自然の恵みを糧にしている、あるいはそれ

を生きがいとして暮らしていらっしゃる方もいらっしゃるということで、地域の事情を伺

いながら地域の暮らしや文化、自然や環境に配慮しながら整備をしていきましょう。地域

それぞれの特性に応じた整備をしていこうという形で進めているのが本県の特徴でござい

ます。 

 続きまして、アクションプログラム2013重点施策の進捗と課題ということでございます。

これにつきまして、これは津波浸水域にいる全員が迅速に適切な避難行動をとれることを

目指すということでございます。取り組みといたしましては、沿岸市町における津波避難

計画の策定の推進、市町や自主防災組織の津波避難訓練実施率や地域の危険度を理解して

いる人の割合を向上させるということとしてございます。 

 続きまして、第３の津波に備える取り組みについて。これは津波避難場所の空白域を解

消するということでございます。具体的な取り組みといたしましては、津波避難タワーあ

るいは避難ビルと津波避難施設の要避難者カバー率を100％とすることを目指しておりま

す。ただ、現状でいきますと83％という状況ですが、そこの赤字にありますように、夜間

での発災とか、要配慮者の支援、避難支援者が確保できないといった状況が重なりますと、
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なかなかゼロにしていくというのは難しい部分があるなということでございます。 

 こういう形で津波を防ぐ、津波から逃げる、津波に備えるということをハード、ソフト

を組み合わせてやってございますけれども、これについては固定的なものではなくて、例

えば熊本地震を踏まえた見直しをしていくとか、減災に効果的あるいは今まで見落として

いたところといったものがあれば、取り組んでいく。そういった形で進めていきたいと考

えてございます。 

 続いて、地震予測への期待と懸念ということでございます。全国の32万3,000が災害に遭

う中で、国の想定は10万9,000ですけれども、本県では10万5,000という形で犠牲者が出る

ことを想定してございます。これで仮に予知が可能であった場合、これが１万4,000人にま

で減らせるだろう。 

 この根拠ですけれども、これにつきましては県民意識調査を行いまして、警戒宣言発令

時、安全な場所への避難行動をとるといったような回答をした方の割合を踏まえて、この

程度の減少が見込まれる。こういう形のものが浸透していけば、さらに減少することも考

えられる。一方で地震予測の不確実性への懸念といたしましては、警戒宣言が発令された

場合に県内で避難を要する方というのが、津波危険地域が30万人、山・がけ崩れが10万人、

双方合わせて45万人、県民の１割を超える多数の方に避難していただく。それから、現在

一応明確な異常気象等の発生から２、３日以内であるだろうという形で今、避難地への避

難ということを考えてございますけれども、この不確実性が高まっている状況において長

期化した場合、どうしていくのか。避難のあり方を検討していく必要があるなと考えてご

ざいます。 

 続きまして、避難のあり方の考え方、試案という形ですけれども、現在の考え方では津

波の危険が予想される地域で避難勧告等を出すとなっています。例えばこれを非常に短い

時間で来る地域、あるいはどうしても間に合わないといったような地域に限定をして出す

とか、あるいは要配慮者の方々について把握しておいて、その方々の避難を促すとか、健

常の方とか間に合う方についてはそういうことを踏まえた上で備えていただくといったよ

うなことも考えられるのではないかと思ってございます。 

 こういうことにつきましては、やはり社会的なコンセンサスを得ながら、理解を得なが

ら進めていく必要があるのだろうなと。どこまでできるのかなという形で、総体してどう

いうことがとれるかということを考えていく必要があると考えてございます。 

 以上でございます。 

○平田主査 外岡危機管理監、どうもありがとうございました。 

 引き続き、和歌山県の和歌危機管理監より資料の御説明をお願いいたします。 

○和歌危機管理監 ありがとうございます。こういった場で御報告をさせていただく機会

をいただきまして、ありがとうございます。 

 それでは、和歌山県の特に避難対策について御説明をさせていただきたいと思います。 

 まずは２ページをご覧ください。和歌山県は御案内のとおり南海トラフの震源域にとて
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も近い場所に立地しておるということであります。 

 まず震度分布でございます。和歌山県では県内全域で震度５弱以上で、特に南部の沿岸

では震度６強、７という強い揺れに見舞われる。地震の懸念も大きい。 

 さらに、これは津波浸水想定であります。南海トラフ巨大地震による津波浸水想定につ

いては、24年８月に内閣府から公表いただいたところですけれども、和歌山県では25年３

月に詳細な津波浸水想定、これは河川等の詳細な地形データ等を用いて実施をいたしまし

た。理論的に最大クラスの巨大地震、それと過去に被害のあった３連動地震をあわせて公

表いたしました。オレンジ色が３連動地震、紫色が巨大地震ということです。最南端に位

置しております串本町では、３連動地震でも津波到達が５分という非常に厳しい状況にあ

ります。 

 ５ページ、画面下は先ほど申しました紀伊半島最南端にある串本町の中心部の浸水予想

図です。左が３連動、右が巨大地震ということで、串本町の中心地ですけれども、広い範

囲で深く浸水することがわかると思います。 

 ６ページ、地震被害想定です。先ほど申しました25年３月に内閣府が被害想定を公表さ

れました。それに伴い、その手法を用いて和歌山県でも被害想定を公表したところです。

死者数は９万人、負傷者４万人など非常に大きな被害が出ることが想定されます。 

 ということで７ページ、８ページ、厳しい状況にある和歌山県ですけれども、県民の命

を守るために行っている取り組みについて御案内をします。ここでは津波避難困難地域と

いうことで、抽出のための避難条件と書いておりますが、簡単に言いますと避難可能な地

域と避難が困難な地域を分けていったということです。 

 まずは避難対象地域となるのは、津波の想定浸水深が30センチ以上の住宅地域といたし

ました。この30センチというのは避難行動がとれなくなる浸水深であると言われておりま

す。それと浸水深が１センチとなる時間を、津波到達時間として逃げるスピードと津波が

追いかけてくるスピードの追いかけっこということで、避難可能な地域と避難が困難な地

域を想定したということです。避難開始はちなみに地震の揺れが大規模な地震であれば３

分ぐらい続くであろう。避難準備に２分と仮定して、地震発生から５分後にスタートする。

そして避難方法は徒歩として、移動速度につきましても避難行動要支援者ということも考

慮いたしまして１分30メートルといたしました。これは時速1.8キロでかなり健常者にとっ

てはゆっくりした速度であると思います。 

 こういう避難可能となる地域は避難訓練を初めとしたソフト対策、そして速やかな避難

開始ができるような情報伝達で対処していきたいと考えております。 

 ９ページ、避難先について新たな考え方をとりました。それは避難場所に設定している

避難先安全レベルを考えたということであります。これは津波の到達時間と、逃げおくれ

た方や避難行動要支援者のことも考慮して３段階で安全レベルの設定を行い、住民の方に

はできるだけ安全な避難先に逃げてもらうために考えたものです。県民の皆さんには時間

が許す限り浸水想定地域を離れて、まず高台など最終目標は星３つの場所を目指して避難
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してくださいとお願いしています。ただし、時間がない場合は星２つの場所へ、さらに時

間的余裕がない場合は星１つ、さらには最後には垂直方向への避難ということで、時間と

向き合いながらより安全な場所を求めて避難をしてくださいということを啓発しておりま

す。 

 県内の沿岸18市町及び古座川町が沿岸域にすぐ近いところに位置しておりますので、そ

このハザードマップでは、この安全レベルについても記載したものを住民の皆さんにご覧

いただけるようにしております。 

 10ページ、避難路・避難場所の整備であります。先ほどの避難先の安全レベルの設定に

加えて、県では逃げるための避難路・避難場所の整備を最優先として、市町村の避難路整

備を補助金で支援しております。グラフにありますように、東日本大震災以降、急ピッチ

で進んでおります。また、これとは別に地震で倒壊した建築物が津波からの避難を妨げる

ことがないように、避難路沿いの建築物等を制限するという条例も制定されております。

これによって行政代執行も可能となりますが、現在これを使っているということではあり

ません。 

 11ページ、先ほど申しました避難のスタートを少しでも早く切れるようにということで、

危険を早く知らせたいということで、JAMSTECで紀伊半島沖にDONETという津波観測監視シ

ステムを敷いていただいております。それを防災情報として役立てるということで、

JAMSTECにも御協力をいただき、和歌山県と共同で津波予測システムを構築いたしました。

まずは観測情報から津波を即座に判断し、避難を呼びかけるということ。もう一つは、津

波の規模や到達時刻予測をいち早く把握して、津波の到達時刻と最大予想津波高、それと

浸水深、浸水地域の予測をして、これにつきましては災害対応の初動期の迅速化に役立つ

と思っております。今年度は紀伊水道沖、紀伊半島、四国の間にあるDONET2にも接続し、

県内の全ての沿岸域で予報を開始する予定としております。こういうことによって住民が

避難を諦めないように、独自のシステムを開発したところでございます。 

 12ページ、先ほどのシステムの表示をお示ししております。このような格好でそれぞれ

の地域をクリックしていくと、DONETの観測をもとにして浸水域、浸水高を表示することが

できます。 

 13ページ、それとともに携帯電話、スマートフォンで防災情報をいち早く入手できるサ

ービスを県独自では防災わかやまメール配信サービス、それと民間との共同ということで、

いろいろなナビアプリに県内の避難所情報をお伝えすることで、御活用いただけるように

しております。 

 14ページ、そういうこととともに津波から住民の命を救い、死者をゼロとするというこ

とで、ハード対策、ソフト対策、合わせてやっていきたいということであります。先ほど

の津波避難困難地域を抽出して、それぞれの地域でどのようにして逃げ切る計画が立てら

れるのかということを考えております。 

 まず左の３連動地震では、和歌山県内で４町22地区で、その地区にお住まいの方は4,000
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人。巨大地震では２万2,700人という地域が避難困難地域であると把握しております。 

 ３連動地震につきましては、ハード、ソフト合わせて10年間でハード整備を行い、避難

困難地域をゼロにしたいと考えております。巨大地震につきましては、なかなかハード対

策だけではできない、地域改造が必要ではないかというふうに、これも含めてそれぞれの

地域の協議会で考えていただくようにお願いをしております。 

 次のページは、ハード対策の御紹介でございます。まず対策１といたしましては、津波

避難困難地域を解消するために第一波を防ぐということです。これは津波自体を完全に防

ぐというよりは、避難ができる時間を確保するということです。もう一つは、避難という

よりは経済被害を抑制するという対策もしております。 

 それとともに、これは発災後の迅速な復旧・復興対策にはぜひ必要だということでござ

います。東日本大震災の際は、東北ではくしの歯ルートということで救助、救援がスムー

ズにいったとお聞きしております。実は和歌山県ではそういうくしの歯はもちろんですけ

れども、根元となる部分もない状況です。これにつきましても国のほうに強く要望し、対

策も進んでおると理解しております。 

 17ページ、これは先ほど申しました巨大地震の場合にはかなり時間が切迫しております

ので、高台移転などの地域改造をしなければならないということで、次の18ページをご覧

ください。上の図の左のほうですけれども、要は避難時間が短いということは、仮に避難

タワーを建てるとしたら、まず１軒ごとに避難タワーを建てるという途方もない話になり

ます。それと右側の図は多方向から津波が押し寄せる可能性がある地域です。こういうと

ころにつきましては、避難開始が遅れるとどちらに逃げていけばいいのかということで、

津波が来る方向に逃げてしまう可能性もある。このような２つのパターンのところについ

ては、どうしても高台移転などの地域改造が必要であると思っています。ただ、現在ある

防災集団移転促進事業につきましては地方負担が大きく、なかなか進みづらいということ

で、制度の拡充を国に対し提案をしておりますが、地域によって、特に太地町では既に町

長、町議会のほうで、こういう高台移転のための特別委員会も進んでおるところです。 

 最後に19ページです。これは避難というのではなく、復旧・復興計画をぜひ進めていき

たいと今、取り組んでおります。国交省、農水省、復興庁にもオブザーバーとして参加を

していただいておりますが、熊本地震を見ても地震被害そのもので亡くなった人よりも、

その後の関連死で亡くなった人のほうが２倍にも膨れ上がっておるという状況を見ると、

立ち上がるような気力を失わせないようなスピードでぜひ復興を進めていく必要がある。

さらにはハード整備には一定の時間を要しますが、その間も待っておられるような希望あ

る将来像を示しておくことが大事であると思っております。そのために今このような事業

にも着手をしておるところです。 

 雑駁な御説明になりましたけれども、和歌山県の説明とさせていただきたいと思います。 

 以上です。 

○平田主査 和歌危機管理監、どうもありがとうございました。 
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 それでは、次に事務局より資料２の残りの説明をお願いいたします。 

○佐藤（事務局） 資料２の３ページをご覧ください。今、各県から御発表のありました

とおり、地震の予測を前提としない対策を進めていただくことは前提、どんどん進めてい

ただきたいと思っておりますが、各県から発表があったとおり予防的な対策が整備途上で

あったり、例えば集団移転がまだ進んでいないですとか、そういったことも含めて、それ

と要配慮者の避難者や夜間における避難には、避難準備や移動により長い時間が必要など

の課題があると認識しているところでございます。 

 ここで論点になるのですけれども、特にこういった突発で地震が起きたときに命が失わ

れる可能性がある人は、不確実な地震の予測であったとしても避難すべきなのかというの

が、このワーキングのかなり大きいところの論点になると考えています。 

 この下の赤いところの説明をいたします。考える際の視点を大きい○で書かせていただ

きました。１つ目が特に脆弱性が高い場合は避難すべきか。これは脆弱性と書かせていた

だいたのは、予知とか予測とか関係なく、同じ地震が起きたときに被害が起きやすい場所

ですとか、人ですとかいうことでリスクではなく、あえて脆弱性という難しい言葉を使わ

せていただきました。脆弱性の例としましては、静岡県の資料、12ページの試案にも一部

載っていたかと思うのですが、場所としては津波の到達時間が短い地域。対象者としては

避難行動に時間がかかる高齢者等。あと、時間帯としては行動が遅れる夜間。こういった

場合は脆弱性が高い。こういった脆弱性が高い場合は避難すべきかどうかなのかというの

を議論することになるかなと考えております。 

 一方、予測は不確実なので２つ目の○に書かせていただきましたが、避難が長期に及ぶ

ことも想定して検討すべき事項があると考えられると思います。今、和歌山県からの御発

表でありましたけれども、東日本大震災の際に関連死もかなり多かったということもある

ので、単純に避難するだけだと、かなり長期化する場合は問題があるのではないかと考え

ております。 

 考え方といたしましては、１つは時間経過とともに地震発生の可能性が減少するような

可能性もあることを想定し、地震発生の可能性の程度に応じた行動のレベル化を考えるこ

とも必要な可能性もあるということ。あと、長期避難リスクも考慮しまして、避難所の選

定等の工夫をすべきか。例えば体育館に入るわけではなくて、ホテルや旅館に入ったりで

すとか、あらかじめ仮設住宅の設営地を決めておくですとか、そういったことも考えられ

るのではないかということで書かせていただきました。 

 あと、もし避難するとした場合に、避難の判断は誰が行うのかということを考えなけれ

ばいけないと考えております。ポツを３つ書かせていただきましたが、住民がみずから行

うべきなのか、それとも市町村長が避難勧告等を発令すべきなのか。そして避難を実施す

べき対象等の考え方の提示や、異常現象の観測時の避難行動等の発令に国は関与すべきな

のかどうか。こういったところも考えなければいけないと考えております。 

 今、御説明いたしました３ページが、津波・避難対策に対して不確実な予測でもどうす
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るのかということの論点になりますので、こちらで後ほど深い議論をお願いしたいと考え

ております。 

 ４ページ以降は参考になりますのでごく簡単に説明させていただきます。３ページで脆

弱性という話をさせていただきましたが、少しだけ詳しく説明させていただきたいと思い

ます。 

 ４ページは左側の図で津波に巻き込まれた場合にかなり死亡率が高い。そういうところ

がほかの災害でかなり違うところなのかなというところを前提に、右側のように津波の到

達時間が極めて短い地域がある。要するに津波の脆弱性がある場所があるということを示

しているのが４ページでございます。 

 ５ページは各県の発表からもございましたが、こういった津波の脆弱性がある地域に対

して、南海トラフ特措法では一定の要件を満たす地域を、津波対策を特別強化すべき地域

として指定しまして、当地域では避難計画を策定し、必要に応じて避難所や避難施設の整

備等の計画的な対策を現在、実施しているところでございます。 

 ６ページは脆弱性の対象者と時間帯の簡単な説明になっております。上側が脆弱性のあ

る人ということで、これは東日本大震災のときの死亡率が高齢者が高かったという資料で

ございますが、つまり要配慮者、高齢者等は避難行動に時間がかかることから人的避難の

リスクが高いということ。下側が脆弱性のある時間帯といたしまして、夜間の避難は避難

に時間がかかるということがされているので、昼間よりもリスクが高いと考えられるとい

うことが、ほかの災害、東日本大震災や土砂災害などでも言われているところでございま

す。 

 以上で資料２の説明を終わります。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 それでは、これから議論をしたいと思いますが、まず３県の発表に対しての質疑を先に

して、それから今、事務局から説明がありました資料２の論点についての議論を行います。 

 まず３県の御発表に対して質問のある方、御発言ください。 

○平原委員 各県にいろいろ地域に応じてよく考えられ、レベル１とレベル２の両方に対

してハードとソフトで対応されていると思います。１つお聞きしたいのは連携です。３県

とか４県とか南海トラフで別々に多分されているわけではないと思うのですが、そういう

対策への各県を通じて連携というのは、どのような状況にあるのでしょうか。 

○尾﨑委員 静岡、高知、和歌山もそうなのですけれども、南海トラフ地震に備える９県

知事会議というものをつくったりしまして、一緒に常に政策提言などを共同してやらせて

いただいていて、そういう取り組みなどを通じてお互い情報交換などもさせていただいて、

今そういう状況にあります。 

○平原委員 それと各県での県民の意識というのはいろいろあると思うのですけれども、

そういうものは恐らく啓蒙とか、努力されていると思うのですが、かなり違うのでしょう

か。同じぐらいでしょうか。 



19 

 

○尾﨑委員 多分、高知も和歌山も静岡も皆さん意識は高いのだろうと思うのですけれど

も、ただ、危機事象に対する向かい合い方について言えば、私もいろいろな首長さんたち

とお話をしたことがありますが、そこには違いがあるだろうなと思われるところはあると

思っています。ですから後で誰が発令すべきかということにかかわるところだと思ってい

ますけれども、やはり統一的な基準のもとに危機事象に対する向き合い方というものを一

定、国がガイドライン的に示してくれることが大事ではないかと思っていまして、例えば

先ほどの津波対策でも３県ともに基本的にL2に備えようとしています。特に発災直後につ

いてはうちもL2で備えようとして、さらに応急期以降の対策になってくるとL1の場合とL2

の場合は両方想定するというような形で対応策を練って、資料には書いていないですけれ

ども、具体的にはそのように書いています。 

 ただ、やはりこのL2にどこまで向き合うかということについては、やや自治体によって

違うように思えるのです。L2なんて滅多に起こらないし、対応ができないのだから、だか

らできないことなのだからないものとみなそうという発想というのは十分今でもあり得ま

すので、だからそこのところについては私どもとしてよくよく注意をしておかないといけ

ない。国全体として対策を講じていく上においても注意しておかなければならないだろう

と思います。 

 日ごろ向き合っている災害のタイプによって、そこらあたりの危機意識の差というもの

が違ってくるだろう。多分そうおっしゃっている方でも、例えば別のタイプの災害には物

すごくナーバスになっておられたりということがあるのだろうと思うのですが、我々も例

えば火山がないものですから、そういうタイプの災害のことはよくわかりません。それぞ

れ事情があるので、一定統一的な危機感を持たせていくような仕組みというのは必要なの

ではないかと思います。 

○平原委員 ありがとうございます。 

○平田委員 山﨑委員、どうぞ。 

○山﨑委員 それぞれの県の取り組みを見せていただくと、今回の会合のミッションの難

しさがよくわかりますけれども、静岡県に伺いたいのですが、東海地震対策がずっととら

れてきて、今でも地震の前に何らかの情報が出る、予知されると思っている人はどのくら

いいるのかという調査はありますか。 

○外岡危機管理監 今日資料を持っていないのですけれども、新聞社がやったような調査

があります。期待ができるかというような調査とか、混乱が生じるかということとか、あ

るいはそういうものがあるべきかというような調査がありまして、７割、８割はそういう

ものがあるべきだというような、これは市長の回答ですけれども、そういうものがありま

す。今、持ち合わせていなくて、申しわけありません。 

○山﨑委員 ７割の市町村長が、そういうものがあるだろうと。 

○外岡危機管理監 こういう制度があるべきだと。 

○山﨑委員 あると思っているというのは、どのくらいあるのでしょうか。 
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○外岡危機管理監 ちょっと今、資料が手元にないのですけれども。 

 済みません、資料がありました。県民意識調査というものをやっていまして、完全に予

知できると思う方は0.3％、８割以上の確率で予知できると思う方は6.1％、５割くらいの

確率で予知できると思う方が19％、全くできないとは思わないが、予知は難しいと思うが

58.6％、予知はできないと思うが14％ということで、できないと思う方は14％ぐらいいら

っしゃって、難しいけれども、何らかできるのではないかという方とか、あるいは予知で

きるという方の割合が多いという形になっています。 

○山﨑委員 何らか予知できると答えている人と、例えば事前の防災対策とにかかわりは

ありますか。相関関係。防災意識とか。 

○外岡危機管理監 相関の分析はしておりません。 

○平田主査 ほかにございますか。田中委員、どうぞ。 

○田中委員 今、手元で探したのですが、データはなかったのですけれども、高知県さん

と静岡県さんでとらせていただいて、市町村によってかなり揺れで避難をするという率と、

警報を待つというタイプでかなり差があるというのは事実です。静岡県さんは東海地震対

策をずっとやってきたので、どこか本音に行政から避難勧告が出てくるのではないかとい

う期待はあるかもしれません。その辺は正確な数字は後で持ってまいりますが、それは市

町村によって違うので、例えば高知の場合、土佐は相当意識が高いとかあるので、微妙に

差はあると思います。 

○尾﨑委員 ちなみに私の資料でお示しした早期避難率で、正しいとしてカウントされて

いる人の前提条件は何かというと、先生方御案内かと思いますけれども、揺れがおさまっ

たらすぐ逃げる。もっと言いますと、揺れたら逃げようとし始めるというのが正しい答え

です。例えば警報が出たら逃げるというのは×、それから、いろいろ準備してから逃げる

というのも、みんなと話し合って逃げるとか、そういうものも×としたときの早期避難率

が今は７割になっているということなのですけれども、そういう意味では高まってきてい

ますが、非常に心配しているのは、少し時間を置いていくとこういう早期避難率は下がり

始めるのではないか。いっとき順調に上がっていたのですけれども、上がらなくなってき

ていまして、そういう意味ですごく危機感を抱いているという状況です。 

○外岡危機管理監 それに関しましては意識調査なんかをやっていますと、東日本大震災

があると、その直後などは高まって、あるいはそれからしばらく５年ぐらいたつと、だん

だんその意識が低下してくる。あるいは人も入れかわったりしてくるという傾向が見られ

ます。ですので、今度また熊本を見て意識調査が変動するとか、そういうことがあろうか

と思います。 

 だからそういう意味では東日本を受けて、本当に今までに想定していなかったようなも

のが来る場合もあるんだ、現に起こったんだといった意識から、それが薄れてきて、ある

いはそれを知らないとか、そういった方々が変わってくるとまた意識も変わってくるとか、

あるいはその置かれている立場、どこに住んでいらっしゃるとか、自分がいくつであるか
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とか、子供さんがいらっしゃるとか、そういったことでも変わってくると思います。 

○山﨑委員 今、詳細な資料がないということでしたので、ぜひ事務局には予知ができる

かできないかと思っている住民や市町村長がどのくらいいるのかとか、そのクロスチェッ

クでもって予知できると思っている人とそうでない人でもって、避難行動に対する意識が

違うかどうかというようなことを考えるもし資料があったら、ぜひ次回にお願いしたいと

思います。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 事務局、御検討ください。 

○廣瀬（事務局） 静岡県さんと静岡新聞さんでそのような調査をされているのは知って

おります。クロスチェックまでできるかはまた相談させていただきまして、提供させてい

ただきたいと思います。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 ほかにございますか。河田委員、どうぞ。 

○河田委員 今日は被害の大きな３県の方針を聞かせていただいたのですけれども、例え

ば大阪市の地下鉄、地下街が水没するという形で出ているのですが、実はこの被害想定は

大阪府はやらないのです。大阪市がやらなければいけないのだけれども、全くやっていな

い。 

 それから、例えば東海道新幹線をどうするのかというのは全く埒外になってしまってい

る。これは予知できるとして止めるとか、そういうものは決まっているのですが、予知で

きない場合、あるいはこういう状態で要するに大量の死者が発生しかねないものについて

は、全く手つかずになっている。相手企業の方針がそのまま使われているということなの

で、そういうところにどういう手を差し伸べるのか。それを徹底的にやらないので、これ

は何らか議論をしていかないと、今日全体にわたって行政の対応がまずければ、必ず不作

為で裁判所の問題になるということは覚悟しておかなければいけない。ですから大量の死

者が出る、あるいは被害が出ることが懸念されるものについては、何らかの方針をきちん

とつくっておかないと、もうそういう時代になっているということを考えておく必要があ

ると思うのです。 

○平田主査 今、河田委員の御指摘は、これから集中的に論点として議論したいと思いま

すので、まず３県の知事に対する御意見を。 

○福和委員 今日は余り緊急地震速報の話が出てこなかったのですが、破壊開始点から少

し離れた県であれば、意外と緊急地震速報をトリガーにして何か検討していくという話も

ないわけではないと思うのですが、そのあたり３県の方々はどういう議論をされているか、

参考までにお聞きできればと思います。 

○尾﨑委員 先ほど情報伝達の多重化というお話をさせていただきましたけれども、基本

ベースは緊急地震速報が起点になっています。そこから情報伝達がされるということです

から、そういう意味においては全ての行動の起点として極めて重要ということかと思いま
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す。ただ、問題はそれが正しく伝わっていくかということと、緊急地震速報が出た直後の

ワンアクション、ツーアクションをどういう的確な対応をとるかというところの啓発が大

事なのかなと思っていまして、たまたま高知気象台は緊急地震速報に大変知見のある方に

おいでいただいたものですから、その方に御指導をいただきながら、今そこの啓発に取り

組んでいます。 

○外岡危機管理監 緊急地震速報にしても、あるいは先ほど和歌山県さんからお話があり

ました津波に対する警戒というか、そういったものを促すような取り組み、例えば津波が

どれくらいの時間で来て、それがどこまでの浸水域で、高さがということができれば、例

えばレベル１とレベル２ではレベル１は100年から150年に一度ですから、そのほうが発生

確率が高いわけです。ですけれども、今、議論している中では、レベル２の中にある医療

機関とかそこが使えない。警報が出ている間はそこへ参集しないという形になるわけです。

そうすると、レベル１が起こったときに救えるはずの方が救えない可能性が出てくる。レ

ベル２に合わせることによって。そういう意味では警報とか警戒がある程度精度高いもの

が発生したときにとれて、どのあたりが浸水域だよとかいうことがわかれば、これは100

年か150年に一度のものなんだなということがわかれば、２回目以降それが来ないのかどう

かという知見は私はよくわかりませんけれども、そういうものができれば救える命が増え

る場合もあるのかなと考えています。 

 それから、前回もお話したのですけれども、今、応援部隊は平均ならして応援、要する

にプッシュ型で平均的な被害で出てくるのです。本県の場合、10万5,000とか10万9,000と

いう数字ですから３分の１が本県の犠牲者になる。ただ、96パターンでならすと１万5,000

ぐらいの数字だとすると、これは他県のほうが多い場合もあるということで、それに合わ

せて出てくるということになっていますので、仮にそういうものが早く被害の全容がわか

って、今、静岡県が非常にというのであれば、そこに集中して来るであるとか、そのよう

な観測あるいは把握体制が整備されてくれば、また違うのかなと。要するにここの場で議

論をすることが、南海トラフ地域における観測調査に基づく防災対策を考える上で、予知

ということもそうなのですけれども、早くその状況を知る体制をつくることが非常に重要

かなと思います。 

○和歌危機管理監 和歌山県も避難のスタートは緊急地震速報だと思っています。DONET

につきましても結局それを補完するという位置づけで考えております。 

○平田主査 ありがとうございました。緊急地震速報は使われているということです。 

○福和委員 わかりました。より一層、気象庁さんは責任が重くなっているということで

すね。 

○岩田委員 後ほどの議論にも少し関連するのですけれども、今、３県の御発表の中で要

配慮者の対応のところ、基本的に例えば今、津波防災まちづくり法であるとか、土砂災害

対策法の中で、いわゆる特別警戒区域だとか警戒区域が本来、指定ができるようになって

いるわけです。そうなってくると例えば要配慮者施設は津波の浸水のエリアから外れた高
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さのところとか、外に設置するという形になってくると、自動的にここの問題はかなりク

リアにされるのですけれども、今なかなか多分、各県も進んでいないといいますか、指定

が進んでいない現状があると思うのです。なぜ進んでいかないのかとか、そこら辺の課題

を少しきちんとクリアにしておいて、できれば後ほどの議論の中で指定が進めばかなりこ

この議論が楽になるはずなのですけれども、むしろどうやったら問題解決できるかという

ことにつなげるために、なぜ進んでいかないか。どうすれば進んでいくのかというところ

で少し現状をいただければと思います。 

○尾﨑委員 高知の場合で言わせていただくと、指定するまでもなく、先ほど申し上げた

ように全部の地域で津波避難計画をつくっていますので、指定しなくてもそれぞれの地域

でどこの施設は何をするということについて考え始めているということなのだと思ってい

ます。むしろその指定によっていろいろ行動制限されてしまったりする側面もあったりす

る。ただ、指定によって財政負担がいろいろ得られたりもするということ、助けていただ

いたりもするということだと思いますが、一言で言うと、指定とか法律ができる前からや

り始めていましたので、特段うちの場合はそれはあえて指定を追加的にしなくても、現状

においては困っていないということだと思っています。 

 ただ、いずれにしても今、幼稚園、保育園から最優先で高台移転をしていますけれども、

今後、病院とか老健施設だとか、そういう施設をできれば高台に移転させたいというとこ

ろが出てきています。こういうものについて指定をすると、極めて手厚い財政的な支援が

得られるという仕組みができることが極めて大事だと思っていまして、そのようになって

くるとみんな今度今までできなかったことができるようになるということで、目の色を変

えてその指定に進んでいくことになるのではないか。それが１つです。 

 ただ、もう一つ、要配慮者は施設にいるとは限らない。むしろ家々に、だから地域の要

配慮者がどこにいて、あのおばあちゃんはあの家の、いつもあそこらあたりで寝ている。

だからいざとなったときに助けに行くときには、ここへ助けに行って、こうやって連れ出

して逃げていこうということを、日ごろから避難訓練の中でみんなが考えていることが大

事。そういう意味においては避難計画をつくった後の日々の避難訓練の中において、要配

慮者対応力というのは実は日々上がっていくということなのだろうと思うのです。 

 だからそういう意味においてはもう一つ、要配慮者対応として事前の施設の移転という

ことともに、そういう形での日々の避難訓練が大事になっていくのだろうと思います。た

だ、串本みたいに極度に大変な地域があって、こういうところはまたもう一段の対応が必

要なのだろうと思います。 

○和歌危機管理監 先ほども御案内をさせてもらいましたけれども、結局、逃げる時間が

全くないというところについては地域改造をしなければならない。ただ、地域改造するに

当たって役場の財政的な問題もありますけれども、個々人にとって家を移転させる負担に

ついてのある意味もう思考停止状態にあるというのも現実問題だと思います。ただ、それ

も我々日々の啓発といいますか、一人一人の説得にしか道筋はないのかなと思っています。 
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 尾﨑知事さんからお話があったように、我々としても避難困難地域、避難するためのそ

れぞれの計画の中でどういう施設、どういう人がいるのかというのを踏まえながら計画を

つくっていく、その計画を訓練によって完成度を高めていくというような、毎年毎年日々

の見直しがこれからも必要になっていく。計画はつくって終わりだというふうには思って

いません。 

○外岡危機管理監 今の例えば特別警戒区域とか、警戒区域に指定されているという場合

は、やはり地価に影響が出るであるとか、風評被害があるとか、その割にメリットが余り

ないねといった議論があることは確かです。そういったことの効果とリスク両方をしっか

りと議論しながらコンセンサスを形づくっていく必要があるのかなと。例えば警戒区域や

特別警戒区域を指定するにしても、全県一律で一遍にやるならいいけれども、個別個別に

だとなかなか自分のところだけ先にやりたくないとか、いろいろな話はありますので、そ

ういったコンセンサスはしっかり形づくっていく必要があるのかなと思います。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 それでは、そろそろ論点の議論に移ります。論点①というものが、事務局がまとめてお

ります資料２の３ページにございます。論点②はまだ解説していませんので、それは後で

やりますので、まず論点①の３ページのところで事務局がまとめた資料をご覧ください。 

 現状の課題というところと、それに対して具体的な論点は、不確実な地震発生予測を活

用してどのように住民は避難すべきかというようなところです。例えば下の四角に具体的

に誰が判断するのかということが１つ重要な論点です。その前提として上の四角は検討す

べきことは何かとか、特にこれについても御意見がございましたら御発言いただきたいで

すが、主として議論したいのは最後の緑の中のことが中心となると思います。まず御自由

に御発言いただきたいと思います。 

○小室委員 赤いほうにも緑にもかかってくると思うのですが、もとになる情報が不確実

な地震発生予測ということでございます。これが確実な地震発生予測でしたら、これでよ

いかと思うのですが、あくまでも不確実だということが山岡先生から出てきたワーキング

のあれでもわかるわけですので、ということは出して引っ込めるということも当然、議論

の対象としていただいたほうがよろしいのではないか。つまり避難すべきか、そして、い

つ戻っていいかというレベル感のこともここに書いてありますけれども、レベルを上げた

り下げたりする。あるいは出したらまたそれを引っ込める、解除する。そこも含めての議

論としたほうが不確実という予測ですので、そこが１つ加えていただきたいと思います。 

○尾﨑委員 私もそこの議論の根底の枠組みについて１つ確認をさせていただければと思

うのですが、先ほど山﨑委員が言われたことで、多分こういう御示唆なのだろうと思うの

ですけれども、この点は非常に重要だと思いますのは、今の大震法のスキームみたいに予

知を前提にして、予知できることを前提にした議論というのは多分、一旦捨て去ったほう

がいいのではないか。むしろ予知できるんだと住民が思い込むので、結果として予知が出

るまでは安全だと思っていて、結果として不意打ちに耐えられなくなってしまうみたいな
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形になってしまってはいけない。 

 やはり予知というのは確実にはできないのですよということについて、これが大前提だ

ということを議論にして、逆に言いますと、現在の大震法のスキームそのものについては

一旦白紙に戻して検討することになる。それをまず議論の大前提にしてはどうかというこ

とが１つとともに、ただ、予知はできないにしても、しかしながら、前兆現象というのは

確実にあり得る。それがいわゆる割れ残りということが典型的にそうだろうと思いますし、

今後いろいろなことがまた、例えば三重県の沖で大きな地震が起こってプレート境界で大

規模なものが起こりましたねと言われたら、それは次が来るだろうと多くの人は事実上、

社会的にも思うだろう。これなんかも有意なる前兆となるのではないかと思うのですけれ

ども、そういうものを前提とした議論なんだということを明確にしておかないと、いつま

でも予知ができるかできないかに伴って、それに伴う現行スキームに対する批判というこ

とで議論が停滞してしまうのではないかということが心配です。むしろ逆に言うと、そう

いう不確実ながらも少なくとも社会的には人々が大いに反応するであろうと思われる、科

学的にも反応したほうがいいのではないかと思われるような前兆というものを前提とした

ときに、どう対応していくのかということで議論はスタートしていったほうがいいのでは

ないかと思っておりまして、逆に言うとそれに対する対応はぜひしてもらいたいと思いま

す。 

 ただ、関連でもう一つ。他方で、とは言いながらも予知に関する研究というのはぜひ今

後も続けていただきたいと思いますし、さらに予知が不確実で十分できないからこそ、観

測網の充実はぜひ徹底をしていっていただきたいものだなと。例えば静岡にありますよう

に大震法の震度計みたいなようなことについて、例えば南海側においてもそういうものに

ついて検討していくだとか、そういうことなんかはぜひ継続して行っていただきたいと思

います。 

 議論の前提についてもう一点。ここで脆弱性が高い場合は避難すべきかということで、

前兆が出た場合に脆弱な人に対する対応という視点でもって議論が整理されていますけれ

ども、これは先ほど私、最初のプレゼンでも申し上げましたが、脆弱な人に限った話だと

は決して思えない。むしろ早期避難を促す、早期避難率意識を高めるという点において、

一般にも通用する議論だと思います。ですからそういう意味において特に脆弱性が高い場

合のみに対応するのではなくて、一般の皆さん全員に対してどういう啓発行動などなどア

クションがとれるかという観点からも、御検討をいただければと思っているところです。 

 そして、最後のところですけれども、避難の判断は誰が行うのかという議論についてで

すが、これは間違いなく首長でしょう。土地土地の状況を最もよく把握していると思いま

す。それはしなければならない。それは首長の責任だと思います。 

 ただ、危機感に違いがある可能性がありますので、日々想定している災害タイプに違い

がある結果として、この地震、津波に対する危機感に違いがある可能性がありますので、

ですからそういう意味において、基本的にはこういうときにはこういう方向でという形で
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のガイドラインとか、統一的な行動基準だとか、そういうものは国が定めていただいた上

で首長が責任を持ってそれぞれの対応をしていくことで、国が不十分だと思った場合は後

から指示できるとか、指導できるとか、例えばそのような仕組みを設けていただくのがい

いのではないか。 

 ３点目は具体的な話ですが、前の２点について議論の枠組みとしてこのような方向では

なかろうかという話は、私の考えとして言わせていただきました。 

○平田主査 今の話に関連してのことですか。では、どうぞ御発言ください。 

○長谷川委員 今の最初の部分、予知はできないということを前提にして、そのことを確

認した上で議論を進めるということに私も賛成です。山岡部会というか、部会報告のケー

ス４のところで実はその内容が書かれているわけで、この場の議論、この先はそういうこ

とを前提にして議論を進めるというのをここで確認していただければ、話は早いと思いま

す。 

○平田主査 それでは、幾つか議論の前提についての御意見をいただきましたが、第１点

として、いわゆる予知はできないというのを議論の出発点にすべきというのは、複数の委

員からの御発言でした。そう言うと予知とは何かという定義が必要になってしまいますけ

れども、ここで言っている予知は大震法で言っている予知です。ですので、それは確実に

３日後とか１週間後に地震が起きるというのをある種、決定論的に、つまり100％の確度で

予知ができるということについては、調査部会からの報告でもそれはできないという意見

です。ここにいる地震の専門家もできないというのに同意すると思いますが、山岡委員、

何か補足はありますか。 

○山岡委員 事務局からの最初の説明にもありましたように、基本は地震は突然発生する

ことを前提として対策をとるべきであるというのが大前提で、その上で南海トラフで言う

とM8クラスが起きたときに破壊域になっていないところがどう対応するかというのが１つ。

これは割合としてはさらに誘発される割合が大体30％ぐらいとか、３割、４割とか２割と

かそのぐらいということを前提にまず考えていただきたいというのが部会のほうからで、

もう一つが最初のケース２で、それより一回り小さいこともあり得るが、その場合には１

週間程度の発生確率としては数％ぐらいと見なせばよろしい。ですから過去マグニチュー

ド８クラスが起きて一部が破壊した場合でも、破壊していないところで地震が発生するの

は、それも確実ではなくて、むしろ起こる可能性が高いと言っても空振りの割合のほうが

高いという前提で議論をしていただくのがいいということだと私は理解していて、特に事

務局のケース１を中心にまず議論をしていただくのがいいかなと思います。 

○平田主査 確実に地震が発生することを言うという意味の予知はできないというのはコ

ンセンサスです。それについて反対する人は恐らくいないと思いますが、少なくともここ

にはいません。多くの地震学者は、ほとんどの地震学者はそう思うというのが私の認識で

すので、それは出発点になると思います。 

 一方、例えば南海トラフの大きな部分、半分とか３分の１が破壊されたときに残った部
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分で地震が発生しやすくなっているかどうかといったときには、しやすくなっていると答

える地震学者がほとんどだと思います。しかし、では明日発生するのか、３週間後なのか、

２年後なのかということをすぐに言えるかというと、これも地震学者は言えないと私は思

います。地震調査研究推進本部の基本的な考えも、そういう意味では決定論的には言えな

いということですから、現在の地震学ではそういう意味では決定論的に地震が、たとえ半

分割れたとしても、残りがいつ起こるということは言えないと思います。 

 しかし、その状況が例えば東の半分が破壊されたときに、西側は破壊しやすくなったか

どうかというのは、何もない状況に比べればはるかに地震は起きやすい状態になっている

というのは、多くの地震学者が考えていることだと私は理解しております。それの１つの

応用問題として、半分ではなくて３分の１か４分の１か、あるいはマグニチュード7.5の地

震が震源域で起きたときに、どういう状態になっているかというのは、これは非常に難し

い問題ではあります。けれども、何もないとき、何も起きていないときに比べてマグニチ

ュード7.5の地震が起きたらば、やはりこれは地震が起きる可能性は高くなったと考える地

震学者は多いと思います。そういう統計をとることはできると思いますし、しかし、高く

なったと言っても何％という話です。座長が長く喋ってもいけないのですが、ということ

で今の最初の御質問には、予知はできないのが前提である。 

○田中委員 整理させていただくと、基本的にここは余り予知の技術の議論をぎちぎちや

るところではなくて、それは技術部会でやっていただくような話だと思うのです。問題は、

その部分はケース３とケース４であって、ここでは起きてしまったということ、あるいは

社会的に不安が高まってきたというときに、対策をとらなければいけないのだからどうし

ますかという議論だという整理をしていただければいいのではないかと思うのです。 

○平田主査 わかりました。済みません、助けていただきました。ですからこれはエンド

レスになりますので、この話は一応そういうコンセンサスがあるというのが前提で、今日

はケース１とケース２についてどういう対応をとることができるか、とるべきかというこ

とを主として議論していただきたいと思います。 

○長谷川委員 そういう前提で、今日の論点①の部分で事務局から整理していただいたの

は、事前避難をしたほうがいいかどうかということがあったと思うのです。ケース１、ケ

ース２を具体的に考えたときに、この場合に避難することによる社会的、経済的リスクあ

るいは避難しないことによるリスク、社会のコンセンサスをどう得られるか。こういう点

でどの程度の可能性なのかというのは非常に重要になると思うのです。 

 事務局の整理のところにも、地震発生の可能性の程度に応じたというふうに書いてあり

ますし、先ほど尾﨑委員の報告の中でも、情報のレベルに応じたという言い方をされてお

りました。そういう意味で可能性が非常に重要で、その点については実は事務局が、ある

いは調査部会が既に調べていただいて、それを先ほど山岡委員が数値をあげて言われたの

です。これはありそうな数値としては唯一のものなのです。直接的に重要な情報はプレー

ト間の固着がどう剝がれていくか。それを逐次追っていくことが直接的な情報なのですが、
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残念ながらそれからでは今の地震学のレベルでは何％という数字は出せない。それが調査

部会の報告だと思うのです。 

 一方で、過去の事例から見ると何％であるという数値は出しておられる。ですからこれ

はどう判断するかという上で１つの参考数値になると思うのです。そういう重要なものだ

と思うので確認させてほしいのですけれども、前回の委員会でケース１の場合にM8以上の

地震が発生した後、隣接領域50～500km以内でさらにマグニチュード８±0.1の地震が続発

すると評価した場合、この数値を先ほど山岡委員は20～30％と言われましたが、これはそ

のM8の地震が起きた後、残りが１年以内とか３年以内にすべる割合は過去のデータでいく

とそのくらいだと。だけれども、多分事務局がお考えになっているのは、直後が非常に確

率が高くて、どんどん下がっていくと考えておられると思うのです。そうすると、例えば

１週間だとどのくらいかというと、３日以内で9.8％、７日以内で12％、30日になっても

16.3％、つまり直後にそのくらいの数値である。これは事前避難をしたほうがいいかどう

かということを考える上で非常に参考になる値だと思うのです。 

 そこで質問なのですけれども、M8以上の地震が発生した後云々、さらにM8±0.1の地震と

書いてある、この±0.1というのはM8の地震が起きた後にM8.2が起きたようなケースは入ら

ないという統計をされている、あるいはM8.3でもいいですけれども、そういうことかなと

読んだのです。その辺いかがですか。 

○平田主査 事務局、すぐ答えられますか。 

○長谷川委員 私が言いたいのは、この数値はもう少し、例えばこれは南海トラフの場合、

プレート境界地震で隣接したところが起こる。そういう場合ではなくて全てが入っている

のです。ですからもう少しこの数値を出すところで詳しい調査をして、こういう場合はこ

うだ、こういう場合はこうだ、そのうちの１つがM8±0.1というのは、これをそのまま社会

に出したら不思議に思う人がいっぱい出てくると思うので、この辺のところを詰めておい

てほしいというのが発言の真意です。 

○平田主査 わかりました。それでは、事務局はデータを整理してください。 

○横田（事務局） 資料の説明の部分で誤解があるかもしれません。もともとM8以上の地

震が起こると、それよりも±1.0以内の地震が起こった場合というようにして整理をしまし

た。 

○長谷川委員 ±0.1ではなくて1.0ですか。 

○横田（事務局） そうです。ですから８が起こると7.0以上のものがあった場合。ただ、

９は起きないだろうと思うので±1.0としました。 

○長谷川委員 発言の真意は、この辺のデータが非常に重要なデータなので、こういう場

合はこう、ああいう場合はこうというふうにもう少し詳しく整理をしていただけると助か

る。 

○横田（事務局） 御指摘のことについては、また時間をいただいて整理してみようと思

います。 
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○平田主査 世界の地震をちゃんと調べていただくことは重要ですが、南海トラフではし

ょせん例は３つぐらいしかありませんから、ほぼ同時と、三十何時間と、２年とか、そう

いう話です。ですからそれを幾らぎりぎりやっても数字は出てくると思いますけれども、

そのぐらいの曖昧さはあります。現に直後に破壊したこともあるし、２、３日で破壊した

こともあるし、２年後に破壊したこともある。そういうものが事実だと。 

 どうぞ。 

○平原委員 この予測というか、予測ではないのですけれども、多分、今の議論と５年後

の議論、10年後の議論はかなり変わってくると思うのです。少なくとも今、海底で測る技

術はある程度できた。ただ、まだ確実ではない。南海トラフの過去のときは何が起こった

のかは実際はわかっていないです。 

 今、DONET１、２ができて、更に海底地殻変動観測という海保のデータが出ました。これ

が連続でこういうデータがとられて、プレート境界で日々固着が剝がれていく様子が出て

くる可能性があります。それが10年後ぐらいだと私は期待しているのですけれども、今そ

ういう技術はありません。そういうものを見せるものがありませんので、この確率という

か地震発生の可能性の程度というものが、本当に今、長谷川委員が言われた過去の統計的

な話で、それは非常に例が少ないので、なかなかどう考えるか人によって違うのです。だ

から今、注意してほしいのは、こういう議論を例えば５年後、10年後にも再度やるべきだ

と思うのです。多分これでつくって５年後、10年後でもう決定ですというわけにはいかな

いと思う。ただ、それでよくなっているとは思いますが、地震発生にどこまで迫れるかと

いうのは依然難しいと思う。それだけ注意してもらえればと思います。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 資料１の一番最初を見ていただきたいのですけれども、今日はこれまで地震発生の予測

についての議論をずっとしてきて、予測可能性の調査部会で中間報告をいただいて、基本

的には不確実な情報が出るというところまで整理されていますので、不確実であることを

前提にしたときにどういう対応ができるのかというのを今日考えていただく。その不確実

性の程度がどのくらいかは、もっと定量的に示したほうがいいという御意見もあるし、こ

れは日々変わっていくものであるということも頭の隅に置いていただいて、それを前提と

してもう少し議論を進めていく。 

 河田委員、お願いします。 

○河田委員 先ほど尾﨑委員から市長が出すだろうということなのですけれども、出すの

は簡単なのですが、いつ解除するのかというのは非常に難しい。しかもこれはいわゆる法

的な束縛性がないですから、それに従うかどうかというのは住民本位なので、となるとこ

ういう情報が得られたときに、最終的には自己責任の原則で避難するという形に持ってい

かないと、拘束性があって従わなければいけないというものではない以上、要するに最終

判断を自助、共助のところで動くということにしておかないと、例えば今、洪水氾濫なん

かでも避難勧告というのがほとんど守られていない。１％を切ってしまっているので、こ
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れはなぜかというと空振りになったときにその理由を言わない、あるいはなぜ避難しなけ

ればいけなかったかということも説明しないという、いわゆる出すのに一生懸命で、出し

てからのフォローアップがなされてきていない状況が続いてきたからなのです。10年前は

10％は逃げたのです。それがだんだん逃げなくなってきている。ですからこの南海地震に

ついても当然空振りが起こるので、それを重ねてきたときにどうなるかということも考え

ておかなければいけない。そうすると最終責任もやはり本人の判断だと。 

 もちろんそれを助けるためのいろいろな情報は必要だと思うのですが、最終的には本人

の責任だというふうにしておかないと、例えばこれは避難の問題だけに限定しているので

すけれども、例えばこれが実際に起こって、こんな被害が出てしまったら災害救助法だっ

て適用できないという問題が実は熊本地震の教訓から出てきているので、被害が大きけれ

ば大きいほど公的なところでやれることには限界があるということを住民は知っていなけ

ればいけない。要するに精度が上がれば何とかなるというものではないのだという、現実

にそういう状態に流れていますので、ですから避難判断を誰が行うかは決めるのは簡単な

のですが、これが実効性を持たせるためには逃げていただかなければいけないので、それ

を各県がやはり苦労しているわけで、ですからそういう１つの流れの中で位置づけるとい

うか、それが大事だと思います。 

○平田主査 田中委員、どうぞ。 

○田中委員 関連して、幾つか論点を整理したほうがいいかなという気もしているのです

が、基本的にはケース１、２で情報に基づいて行動が決まっていくケースではないという

ことです。したがって、災害情報の鉄則である解除問題というのは一番難しいというのは、

実はこれは初めからできない、あるいはあり得ないということで考えざるを得ないという

ことです。 

 そうすると問題になってくるのは、その状況の中である程度の根拠のある形、あるいは

強制力のある形で避難指示なり避難準備・高齢者等避難開始ぐらいのことになるのだと思

うのですが、それを誰がやるのかという議論は１つあると思います。ただ、その中で幾つ

かきちんと議論しておかなければいけないのは、まずこれは自主的に動くということは広

域に動くということです。だから受け入れるほうの市町村も交えて、含めた形で体制がと

れていないとだめだということだと思うのです。イメージはハリケーンのときのアメリカ

の他の州に避難を勝手にしていくという、あのことを許容するような仕組みをどうつくり

上げますかということが１つの論点だと思います。 

 もう一つは、ここは非常にどういう発言をすればいいか難しいところがありますが、あ

る意味、ケース１、ケース２は社会パニック説ですから、社会が緊迫をしてきている。そ

の中で例えば観光客というのは多分南海エリアには入ってこない。そうしたら産業対策と

してホテルというのは厳しいわけですから、そこに避難者を例えば入れていく。海岸沿い

は厳しいですけれども、そういったようなもう少し枠組みの違う避難対策というだけでは

なく、もっと長期の話、あるいは自主的な判断を促すような仕組みづくりをここで議論し
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ていくべきだと思っているということです。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 議事の進行が悪くてだんだん時間が押し迫ってきて、論点がもう一つ実はあって、ちょ

うど今、民間事業者の件について御発言がありましたので、事務局から資料３の御説明を

先にしていただいて、あわせて議論を進めたいと思います。よろしいでしょうか。お願い

します。 

○佐藤（事務局） 資料３、論点②と書かれたペーパーの説明をさせていただきます。 

 １ページは先ほどの資料と同じで導入なのですけれども、事業者の対策といたしまして、

多くの施設に共通の課題である耐震化の話をさせていただきます。このページでは耐震化

の取り組みの法制度などの歴史の話をいたします。 

 耐震対策として大きいのは昭和56年の建築基準法の改正で、数十年に一度発生する中地

震に対して損傷しないことの検証に加えて、数百年に一度発生する大地震に対しても倒

壊・崩壊しないことを検証したという新耐震基準が導入された。少し長ったらしいのです

けれども、この新耐震基準というのは一応、検証としましては人が死ぬような建物の壊れ

方はしないような設計にすることにしているということでございます。 

 とは言え、平成７年の阪神・淡路大震災でその新耐震基準が導入する前の建物が多く倒

壊して多数の死者が出ていることを踏まえて、新耐震基準に沿っていない建物の耐震化を

促進するという法律が平成７年、耐震改修促進法というものができました。これは後ほど

詳しく説明いたします。 

 右側の補助規定につきましては、大震法に基づいてできた地震財特法、一番上の黄色い

ものですけれども、こういったものについては社会福祉施設や公立小中学校、いわゆる公

的な機関、公的な建物を中心に耐震化のための補助規定ができているのですけれども、最

近の耐震改修促進法等に基づいて耐震化をしましょうということについては、例えば真ん

中ぐらいに書いている青い四角のところの括弧書きで、戸建ての住宅の耐震化事業に対す

る支援を含むと書かれているように、民間に対する支援も進んできていて、こういったも

のを踏まえて強力的に国として耐震化を進めているというのが現状でございます。 

 ２ページ、こちらは耐震化率の推移と今後の目標と書いておりますが、耐震化に取り組

んできた結果、大震法ができたときと比べるまでもなくですが、この15年くらいの間でも

劇的に耐震化が進んできておりまして、今後とも取り組みを推進していくというものでご

ざいます。 

 ３～５ページは耐震改修促進法について簡単に書いているのですが、この法律では３ペ

ージの一番上、国による基本方針として耐震化率の目標などを立ててやっている。都道府

県、市町村でもそちらを目標に立ててやっていただいている。 

 ４ページが平成25年に特徴的な改正をしているので、少し説明をさせていただきたいと

思います。下のほうに耐震診断の義務化、耐震診断結果の公表とありますが、病院、店舗、

旅館等の大規模な施設について耐震診断を義務化して、その耐震診断の結果を公表します
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というようなことが義務化されました。つまり、耐震化されていないということまで含め

て公表されるというような制度になっています。 

 ５ページの一番下ですが、先ほど４ページで説明したのは耐震化が進んでいないという

ことを公表されてしまうという話なのですけれども、５ページの一番下に書いているのは、

耐震性に係る表示制度の創設と、右側の緑色のマークがありますが、要は耐震化されてい

るということを表示することもできるという制度ができております。 

 ６ページがもう一つの論点になるのですが、このように近年、特に耐震化を強力に取り

組み、実際に耐震化が進んできたということを前提にしまして、論点を説明いたします。 

 課題の１つ目の○に書かせていただきましたが、多くの施設は耐震化された一方で、耐

震化が進まない施設・事業者も存在している。進まないというのは、民間事業者の話なの

で、耐震化するかどうかは最終的には個々の事業者の判断だからというところもあると思

っています。 

 下の赤い四角の論点の説明になりますが、不確実な地震予測が出たときに今、大震法で

一部の事業者がやることになっている事業停止等をすべきかどうかということを議論しな

ければいけないと考えております。下の四角の考える視点を○でまた書かせていただきま

たが、不確実な地震予測に関する情報を活用して、これも先ほどと同じで書かせていただ

きましたが、特に脆弱性が高い場合は事業停止等の措置をすべきか。例えば耐震化されて

いない施設、利用者数が多い施設、あとは子供や高齢者等が利用する施設などです。あと

はこれを考えると同時に、事業停止等が長期間に及ぶ場合の考え方をきちんと整理して、

事業を停止するか否かを考えなければいけないと思います。 

 あとは一番下の緑の四角でございますが、その事業停止の判断は誰がやるのか。個々の

事業者がやるのか、もしくは最初のポツで書かせていただきましたが、先ほど耐震改修促

進法で耐震化がされているされていないが公表されると申し上げましたが、そういったこ

との情報提供を充実させることによって、利用者が判断できるようにすべきなのかという

こと。 

 一番下のポツで書きましたが、それをもしかしたら各事業者が独自の判断で事業をやり

ますやらないですと判断してしまうと、社会的な混乱が生じる可能性があって、それを防

止するためにも国などがかかわる必要があるのかどうかということを整理しなければいけ

ないと思っております。 

 ７ページ以降は参考になります。７ページは今の大震法はどうなっているかというのを

書かせていただいたものでございます。耐震化されている施設については営業していい、

耐震化されていない施設については営業を継続しないということが基本になっているとい

うことを書かせていただいております。一部例外はありますが、基本的にはそういった考

えになっています。 

 ８ページは、今回の熊本地震の際に旧耐震基準の建物がやはり一番倒壊をしているとい

うことで、耐震化がしっかりできているできていないによって危険度というものは違うと
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いうものを資料に整理したものでございます。 

 ９ページも参考になりますが、脆弱性の１つとして事業の性格として子供や高齢者等が

利用する施設は脆弱性があると説明しましたが、別の法律ですが、水防法の２つ目に書い

た要配慮者利用施設におきましても、水防法上、特別の避難確保計画の作成等について規

定がありまして、普通の一般の商業施設に比べて特別安全確保のための避難計画の作成と

いうものをやることになってございます。つまり、このように災害の脆弱性で対応を差別

化するような規定が既にあるということを、この資料で紹介させていただいております。 

 以上です。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 それでは、基本的にはこの論点②を中心に議論をしたいと思いますが、①も含めて御発

言いただければと思います。 

 山﨑委員、お願いします。 

○山﨑委員 予測というか、起きたことから防災対応を考えるというのはなかなか難しい

ことですけれども、ケース１とケース２がもし起きたことを考えたときの社会の受け止め

方や雰囲気、求められる対応を考えたときには、多分、同じではないと思うのです。 

 ケース１が起きたときには多分、既に被害が出ているところや津波の警戒が必要なとこ

ろがある上に、私たちは過去の東南海・南海地震の起き方で昭和のときはこうだった、安

政のときはこうでしたという伝え方をします。そうすると山岡さんのお話の中でもって、

なかなか地震の確実な予知は難しいということですが、どちらも地震の発生に向けて階段

が上がったことは言えるのだと思うのですが、残りの階段が幾つかというのがわからない

から対応がとれないのですが、ケース１が起きると世の中の雰囲気としては、残りの階段

が見えてきたのではないかという受け取りをすると思うのです。ケース２の場合は過去に

も駿河湾とか、あるいは紀伊半島の沖で大きな地震が起きたことがありました。そういう

ことがあったときもありましたということを多分伝えます。 

 そうすると、世の中の受けとめとして、ケース１とケース２は全く受けとめ方が違うと

思います。ですからケース１とケース２を同列に対応を論じていくと、少し社会の雰囲気

や求められる対応を見誤るかなと思っていまして、ケース１が起きた場合には専門家が、

あるいは気象庁が、国が何を情報として言うかというのはとても大事です。ケース２の場

合は、過去にも起きたことがあって、今後の動きを注意する必要がありますといった発表

で対応できるかもしれません。でもケース１の場合は、では昭和のときはどうだったのか

とか、安政のときのことを考えたら私たちはどうしたらいいのか。とりわけ警戒区域の人

たち、警戒区域の自治体は関心を高めるはずですから、これは何か国としての対応を考え

ておかないとなかなか難しいだろうと思います。国がどういう方針を示すのか、事業所が

てんでばらばらでいいのか、自治体が全部それぞれの判断でもってやっていいのか。もち

ろん住民が自分でもって判断して行動を起こすことは、それはそれで一番大事なことです

けれども、ただ、行政として、国として、専門家がケース１の場合にはどうするかという
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ことについては、少し議論しておく必要があるのではないかと思います。 

○河田委員 ただ、それは確かに考えやすいのだけれども、それはどつぼなのです。なぜ

かというと、起こり方は起こってみなければ実は議論できない。ということは、今、事務

局が設定されているように、そういうトリガーがあって、次どうするということにしてお

かないと、これはケース１、ケース２で考えやすいからやっているだけであって、このと

おりのことが起こるなんていう保証はどこにもない。ということは、いろいろなバリエー

ションがあるので、それをわかりやすい、ケース１、ケース２というのはかなりわかりや

すい例だと思うのだけれども、そのとおり起きる保証がない以上、オーバーオールに一般

的にそういうことが先行した。次どうするかということを一般的にやっておかないと、私

たちが考えるモデルどおりに起こる保証はないわけです。 

 考えやすいだけの話だけで設定しているのであって、ですから一般的なことをやってお

いて、かつ、その先をやるのであればいいのですけれども、ここの場では一般論として最

初に何らかの地震が起こっているという状況でどうするということをやらないと、どう考

えたって災害のほうが頭がいいのだから、すかしてやってくるから、そのようにやったら

どうですか。 

○田中委員 逆のこともあって、一般論というのは一般論でとても大事だと思います。ま

さに災害は多様だということが我々の原則だと思うのですが、ただ、そのときに論点を整

理するために幾つかシミュレーションをしなければいけなくて、ケース１とケース２の差

の一番大きいところは多分、今、山﨑委員がおっしゃったようなところかなと。そういう

面では、どういう論点を具体的に描いていくうえで、個別のケースはシミュレーションを

しなければいけない。それでは追い切れないから一般論はきちんと置こうねという、その

整理がどうしても必要だと思うのです。いずれにしても河田先生がおっしゃるような、ど

の敵にも対応できるように我々は最後責任を持たなければいけないと思いますが、多分そ

れだけだと余りにも難しいので、やるしかないのではないかという気がします。 

○平田主査 まず今日はこのケース１、ケース２を前提として議論していただきたい。こ

れだけで済むわけではないというのは認識しています。 

○岩田委員 基本は地震発生の可能性の程度と一言で書かれているのですけれども、多分

そこへ全部行ってしまうと思うのです。要するに先ほど尾﨑委員が言われた、最終的には

市町村長が私も避難勧告だとか、そういったことは判断すべきだと思っているのですけれ

ども、ただ、その判断の材料になるものは、専門家として国が統一的に出すべきだと思う

のです。その出すものをきちんと議論しておいていただかないと、何の判断もできないと

思うのです。 

 実は私自身の経験で例えば平成元年に伊東で海底噴火がありました。あの前後のときに

誰も判断基準が出ないわけです。地下では火山性微動ががんがん起きている中で、当時伊

東市長と我々と協議をしながら、こういうレベルになれば避難勧告を出す出さないという

ことをずっとやって、結果として人的被害はなかったのですけれども、あれも一歩判断を
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間違えば２万人が吹き飛んでいたという状況なのです。それを市町村長だけの責任で全部

任せてしまうというのは非常に難しくて、それももっと言うと個人個人の判断だけに全部

任せてしまうことも非常に危惧があって、一定の地域を預かる市町村長が判断できるもの

を基本的に国として示すことは最低限、私は必要だと思う。 

 これはケース１からケース４まで全部同じだと思っているのです。１～４は全て不確実

な地震発生予測だと思っておりますので、そこはきちんと整理をしておいていただいたほ

うがいい。事業者の対応もそうだと思うのです。あらかじめいろいろな防災計画をつくる

にしても、それをどういう判断基準でするかというのは各自治体なり、それを所管する官

庁が一定の評価をして基準をつくるべきだと私は考えています。 

○尾﨑委員 今、先生が言われたことに大いに関係することでありますけれども、一言で

言うと相当首長はケース・バイ・ケースの判断をしないといけなくなるだろう。しかしな

がら、それがものすごくパニックになっている人に、まあまあという方向で働いたり、も

しくは割とのんびりしておられる方に、急いで急いでと言わないといけなかったりする。

いずれにしても一定の権限を持ってやらなければいけなくなるだろうということもあって、

その観点からしてもケース・バイ・ケースで首長に最終的にいろいろ判断はさせながらも、

その取り組みについて力強く後押ししてくれるような国のバックアップというのはぜひ必

要だろうと思います。 

 これは不確実な中にいてどう対応していくかという話になる中において、多分この２つ

のポイントがすごく私は大事ではないかと思っておりますのは、先ほど田中先生が言われ

たことにも関係することですけれども、多分、社会全体がパニックになる。特にケース１

の場合については高知なんかでも大パニックになるだろう。それでみんなが一斉に例えば

避難行動をとろうとしたりなどなどということになったりする。そのときに多分厳しい、

優先順位をつけなければいけなくなるのだろうと思うのです。こういう方々についてはあ

らかじめ移っていただきますが、あなた方は昼間は働いていただいて、例えば夜だけとか、

あなた方はいていただいて、いざというときに早期避難してくださいとか、そういうこと

を言わないといけなくなってくる。その優先順位のつけ方というのは、例えばその土地に

おける高台のキャパだとか、いろいろなものに応じて変わってくるだろうということが１

つ。 

 もう一つは、短期と長期の考え方でありますけれども、例えば高齢者の方は短期的に高

台に逃がしたとします。その後ずっと空振りで長期間かかっている。しかし、前回の東南

海から南海まで２年あったことを考えれば、みんな少なくとも２年ぐらいは心配で心配で

たまらないという日がずっと続いてくる。では、そのときに戻ってくださいと言えるのか

どうか。多分その中において戻ってもらいたい人も出てくるでしょうが、こういう方々が

おいでになる施設というのは、もうこの際、高台につくりましょうと。事実上の高台移転

につながったという形に持っていかなければならないものも出てくるだろうしということ

だろうと思うのです。 
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 ですからこういう形でいろいろな優先順位づけをしたり、これが緊急度に応ずる優先順

位づけ、さらには時間軸に応じて対応を変えていく、その優先順位づけなどを行っていか

ないといけない。この判断は首長にしっかりやらせることが大事だと思いますが、ただ、

いずれにせよ優先順位づけという性格上、ここに非常に厳しい判断が必要になってくるわ

けですから、国のほうで詳しいガイドラインをつくってもらって、それによっての後押し

をしていただくことが大事なのかなと。ただ、その詳しさの程度は裁量性を失わせない程

度の詳しさということだろうと思います。 

 もう一点申し上げたいのですけれども、この大震法の議論をし始めたら、もう一回申し

上げますが、高台移転とかそういうことについてもう一段、国のほうであらかじめ備えて

おくというバックアップは力強くやっていただくことも、これもまた大事だろうと思いま

す。実際に大震法の議論をし始めて、片側が割れた場合どうしますかということをシナリ

オに組み込んでいけば、先ほど申し上げたようにあらかじめ逃げておいていただかなけれ

ばなりませんねという人が出てくるわけで、その人々が逃げることのできる施設というの

はできているのかという話になってくる。やはりそれはつくっていかなければいけません

よねという話になってくる。そこは一定地域限定でも構わないと思いますけれども、串本

のように極めて厳しい地域だとか、また、高知なんかでもそういう地域はあるわけであり

ますが、そういう地域に限ってということでも構わないので、一定そこの制度対応をして

いくことをスタートさせるという議論もまた大事なのかなと思います。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 余り御発言いただいていない委員の方に少しお話していただきたいのですが、宇賀委員

と小室委員から少し御意見をいただけますでしょうか。 

○宇賀委員 論点②ですけれども、基本的に事業者の個々の責任ということにならざるを

得ないと思うのですが、そのために必要な情報を提供することは重要と思うのです。その

情報を提供するときに今まで御議論が出ていましたように、基本的には市町村長が勧告等

の必要性を判断するが、そのために必要な情報は国なり県なりから提供してサポートする

ということだと思うのです。 

 地震のことではないのですけれども、かつて私はずっと土砂災害の関係の仕事をしてい

まして、基本的には土砂災害防止対策は、都道府県でやっているわけですけれども、非常

に特殊な土砂災害で、都道府県では経験の蓄積がないようなものについて検討会で議論を

したことがございます。そのときに多くの市町村長からも、市町村であれば都道府県、都

道府県でも無理な場合は国からの情報提供がどうしても必要だという意見が非常に強くて、

それを受けて土砂災害防止法を改正しまして、緊急調査とか情報提供の規定を入れたこと

がございますけれども、やはりこのような場合、市町村レベルで判断すると言っても専門

性の面で無理な点がかなり多いと思いますので、そういう面では国等でガイドラインをつ

くり、それをもとに情報提供していくことが欠かせないのかなと思っております。 

○平田主査 ありがとうございました。 
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 小室委員、いかがですか。 

○小室委員 先ほど来、ケース１とケース２を中心にシミュレーションをしていくのがこ

この会議での１つの課題だということになっておりまして、まさにそうで、ある程度の何

かを決めてシミュレーションをしないと対策はできないと思います。 

 ただ、マスコミの方にぜひお願いしたいのですが、ケース１とケース２のシミュレーシ

ョンをして対策を出して報告書を出すと、大抵の場合、そこはもちろん報道いただけるわ

けですが、実はそうでないケースもたくさんある。先ほど来お話が出ていますように、現

実にはそれ以外のケースが起こる場合がたくさんあるんだという、見えない部分も十分に

お伝えいただきたいと願っております。 

 もう一つ、この南海トラフのワーキングということは、今まで予知ではないけれども、

予測がもしかしたら可能であるということと同時に、広域であり、非常に強いということ

が前提でありますので、今までのように市町村単位ですとか県単位での対策というのも大

事かと思いますけれども、既に県を超えた連携もなさっていると伺っておりますし、です

から非常に広域性ということを考えて、物資の輸送あるいはいろいろなことの対応を考え

る必要があるのではないかと思っております。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 一応、御発言していない方はいないことにはなりましたが、改めて別の観点でも結構で

すので、御発言ください。 

○山﨑委員 １つだけ。やはりケース１は過去に２回あったので、もし今度起きたら大変

だなと思うのですが、次起きる南海トラフの地震でケース１が起きる可能性というのは、

どのくらいあるということはいえるのですか？ 

○平田主査 地震調査委員会は、わからないと言っています。調査委員会の南海トラフの

長期評価の中で、いろいろな可能性があって多様性があるということが最大の現状の知見

です。いろいろな場合を幾つかやっていますけれども、9.1が起きる確率は非常に小さいと

いうことは言っています。ですけれども、８～９の間のどういうものが起きるかはわから

なくて、そのどれかが起きる確率が30年以内に60～70％だということしか言っていません

ので、それが一応、調査委員会の公式見解です。 

 予定の時間になってしまいましたが、ぜひ発言したいという方は。 

○岩田委員 事務局への要望でありますけれども、今、津波も土砂災害も地域が非常に脆

弱になってきている。例えば高齢化なんかも相当進行していて、静岡県の例えば伊豆半島

の沿岸地域だとか山間地域なんかを見ても、後期高齢者が６割を超えるような集落が結構

たくさん出だしている。そういった実態も少し現状をぜひこの委員会の中に提示をしてい

ただいて、脆弱性というものがただ単に福祉施設だとか病院だとか、そういった議論だけ

ではなくて、人口の単なる高齢者ではなくて後期高齢者だとか、そういったレベルも相当、

現状厳しい状況にある地域がたくさんあるということもぜひ知った上で議論を進めていた

だければと思います。 
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○平田主査 福和委員、どうぞ。 

○福和委員 今日余り具体論に入らなかったものですから、１つだけ忘れないでおいてい

ただきたいなと思いますのは、万が一、堤防が揺れで壊れたら全面的に浸水してしまう場

所についての議論が今日余りされていなくて、それは大阪もそうですし、名古屋周辺もそ

うで、そこに相当重要なものがたくさんあることは、ぜひ忘れないでおいていただきたい

と思います。 

 伊勢湾も大阪湾も含めて、非常に厳しいところに産業の最も重要なものがありますので、

そういったことの対応を誤ると産業全てストップしてしまうので、生活者目線のことに加

え、少し産業のことも含んで議論いただければと思います。 

 以上です。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 河田委員、どうぞ。 

○河田委員 福和さんがおっしゃったことと関連するのですが、今日は人的被害を中心に

やっているのですけれども、社会経済被害を考えると、随分被害の出方が変わってきてい

る。特に熊本の地震では随分ロボットが被災しているのです。被災というのは、場所が変

わると全然機能しないわけで、こうなると愛知県あたりの近代的な装置というものが動か

なくなる。ですから人的な被害プラス社会経済被害の内容がどんどん変わっている。ダイ

バーシティーというか、ですからそこのところを入れておかないと人だけ助かったという

ことになっても困りますので、そのウエートを間違わないようにしておかないと、非常に

問題が出てくるのではないかと思うのです。 

○平田主査 ありがとうございます。 

 そろそろ終わりたいと思いますが、御発言される方はいますか。はい、最後にお願いし

ます。 

○田中委員 今のお二方と絡むのですけれども、実は余り地震学的な情報で全てが決まっ

ていくだけではなくて、いろいろな対策によって社会は規定されてしまう。そういう面で

は例えばこのケース１を考えると、三大湾というものに輸入は非常にしにくくなって、そ

うするとLNGの75％はとまるのです。それは日本全国に波及してしまう。あるいは新幹線を

とめるということは、例えば割れなかった地域の人が親戚の家に疎開をしようと思っても、

それを阻害してしまう。もっと考えておかなければいけないのは、先ほど静岡の方がおっ

しゃっていたのですが、割れた地域に対して例えば行方不明者の捜索をどうするのですか。

それを今のままだと極めて危ないのでできないということになる。そういったようなこと

もあって、ある対策をとることがよいことだけではなくて、負の結果も招くので、そこを

トータルに見て結局どこかでバランスをとらなければいけないということだと思っていま

す。 

○平田主査 ありがとうございました。 

 時間がないのに座長がまた発言するのはけしからんのですが、一言だけ言いたい。ケー
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ス１を今、前提にしましたけれども、本当にケース１が起きたかどうかを10分間で判断で

きるかというと、できる場合もありますけれども、それはなかなか難しい。つまり一体ど

こでどれだけ破壊されたのか、本当に半分なのか、３分の１なのか、４分の１なのかとい

うのを、それを多分10分で判断しなければ、今の議論は成り立たないのですけれども、そ

れはなかなか現状でも難しい。ですから予測するのも難しいのですけれども、実は何が起

きているかをほぼリアルタイムでモニターするというのは、応急対策上、極めて重要なの

ですが、これも難しいい。今は津波が来るということはわかりますが、本当にどれだけの

領域が破壊されたかというのはそう簡単ではないというのを一言、申し上げたいと思いま

す。これは今日の議論とは直接は関係ないですが。大変時間が過ぎてしまいました。非常

に活発な議論をしていただきまして、ありがとうございました。必ずしも議論は収束して

おりませんが、問題点は大分浮き彫りになったかなと思います。 

 それでは、今日の議事を終わりまして、進行を事務局にお返しします。 

○廣瀬（事務局） 平田主査、ありがとうございました。 

 事務局の資料のつくり込みが十分ではなくて、議論が広範に及びまして、また、事務局

に宿題をたくさんもらったような感じがいたしますが、少し今日の御意見の中で避難勧告

等は災対法のスキームでやるのだけれども、国が一定程度関与することの必要性というの

は、委員の先生方からも御指摘いただいたかなと思ってございます。 

 具体の行動につきましては、事務局としては地震が不確実であることはもちろんあるの

ですけれども、どうしてもどういうオペレーションをするのかということとセットで議論

をかませていかないと、いつもこの議論と何をするのかが組み合わさらなったので、強引

に今日はどういう避難ができるか、どういう対策をしないといけないかということを事務

局から論点として出させていただきました。 

 今日いただきました意見を踏まえて、改めてどういうことがあるのか。冒頭、おっしゃ

っていただきましたように、これはまず普通の対策というか、突発的に起こることを前提

とした対策をやった上で、この情報をいかに活用するか。これだけは紛れなく思ってござ

いますので、尾﨑委員から御指摘があり、冒頭、審議官からも大小の枠組みにとらわれず

という話があったと思います。私も事実そうと思っておりますので、その御指摘はどうし

てもこの紙に書いたときに不確実な情報を防災対策に使うかというのは、これをまっすぐ

言っているように見えるのですが、そうではなくて現状の防災対策をやっていく上で、こ

ういうことが起こった場合にどうするかという視点でぜひ改めて議論をお願いできればと

思ってございます。 

 論点を整理するとともに、御指摘いただいた情報などをまた集めまして、次回の議論は

もう少し人的というか、２点の津波以外の鉄道の話とかコンビナートの話なども含めて議

論いただければと思ってございます。 

 本日はありがとうございました。 


